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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1）連結経営指標等    

売上高（百万円） 268,710 264,912 261,479 260,991 269,776

経常利益（百万円） 7,631 6,484 6,757 8,080 9,181

当期純利益（百万円） 2,441 2,511 3,449 4,911 4,122

純資産額（百万円） 117,287 114,809 116,782 123,958 127,604

総資産額（百万円） 218,354 209,612 196,531 212,730 211,671

１株当たり純資産額（円） 859.71 885.43 901.65 958.12 976.99

１株当たり当期純利益（円） 17.32 18.17 25.95 37.24 31.91

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

16.37 － － － －

自己資本比率（％） 53.7 54.8 59.4 58.3 59.6

自己資本利益率（％） 2.0 2.1 2.9 4.0 3.3

株価収益率（倍） 35.7 42.7 35.5 29.4 43.81

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

13,756 13,107 15,876 10,911 15,469

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△4,650 △6,556 △3,363 △16,495 △7,930

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△8,897 △15,386 △8,523 6,509 △5,870

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

24,593 15,679 19,684 20,786 22,557

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

4,383 
［3,343］

4,316
［3,250］

4,292
［3,373］

4,183 
［3,565］

4,247
［3,871］



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第99期、第100期、第101期及び第102期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

３．第98期の提出会社の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債を発行しておりますが、調整計算の結

果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

４．第102期の１株当たり配当額には、創立85周年記念配当５円を含んでおります。 

  

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(2）提出会社の経営指標等    

売上高（百万円） 135,567 134,677 129,697 127,494 134,053

経常利益（百万円） 2,519 2,899 2,637 3,935 5,079

当期純利益（百万円） 282 888 1,177 2,545 1,924

資本金（百万円） 7,773 7,773 7,773 7,773 7,773

発行済株式総数（千株） 144,860 144,860 144,860 144,860 144,860

純資産額（百万円） 94,249 90,215 90,028 94,652 94,537

総資産額（百万円） 155,726 160,393 148,759 164,222 162,864

１株当たり純資産額（円） 691.01 696.07 695.30 731.81 732.04

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

10.00 
（5.00）

10.00
（5.00）

10.00
（5.00）

10.00 
（5.00）

15.00
（5.00）

１株当たり当期純利益（円） 1.75 6.38 8.78 19.33 14.90

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.5 56.2 60.5 57.6 58.0

自己資本利益率（％） 0.3 0.9 1.3 2.7 2.0

株価収益率（倍） 353.7 121.5 105.0 56.6 93.8

配当性向（％） 571.4 156.7 113.9 51.7 100.7

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

1,277 
［344］

1,258
［412］

1,216
［481］

1,195 
［537］

1,156
［608］



２【沿革】 

  

 

大正11年２月 創業者江崎利一がグリコーゲンを主成分とする独創的栄養菓子グリコの製造販売を目的として合

名会社江崎商店を創立。 

昭和４年２月 資本金100万円の株式会社江崎に組織変更。 

昭和８年２月 ビスコを創製し製造販売を開始。 

昭和９年２月 グリコ株式会社に商号変更。 

昭和12年２月 東京都大田区西六郷３－２－16に東京工場を新設。 

昭和18年２月 江崎グリコ株式会社に商号変更。 

昭和24年12月 グリコ株式会社に商号変更。 

昭和28年２月 株式公開。（大阪店頭で売買） 

昭和28年３月 佐賀市神園５－２－13に九州工場を新設。 

昭和29年３月 大阪証券取引所に株式上場。 

昭和32年３月 アイスクリームの製造販売を開始。 

昭和33年１月 江崎グリコ株式会社に商号変更。 

昭和33年２月 チョコレートの製造販売を開始。 

昭和35年４月 チューインガムの製造販売を開始。 

昭和35年９月 カレーの製造販売を開始。 

昭和36年５月 東京証券取引所に株式上場。 

昭和41年10月 乳業子会社７社を合併、グリコ協同乳業㈱とし本社を東京都新宿区に置く、昭和47年６月東京都

昭島市に本社を移転。（平成12年４月グリコ乳業㈱に社名変更、乳製品の製造販売） 

昭和42年10月 グリコ千葉アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造） 

昭和43年10月 グリコ兵庫アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造） 

昭和45年４月 合弁会社Thai Glico Co,.Ltd.（タイ）設立。（菓子・食料品の製造販売） 

昭和45年８月 グリコ仙台アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造） 

昭和46年７月 北海道グリコ㈱設立。（菓子の製造） 

昭和49年10月 武生グリコ㈱設立。（菓子の製造） 

昭和50年６月 鳥取グリコ㈱設立。（菓子の製造） 

昭和54年９月 三重グリコ㈱設立。（アイスクリームの製造） 

昭和55年２月 当社創業者取締役会長江崎利一逝去。 

昭和57年３月 ジェネラルビスケット社（仏）と合弁会社Generale Biscuit Glico France S.A.（フランス）設

立。（ポッキーチョコレート『現地名“ミカド”』の製造販売を開始） 

昭和57年４月 グリコ栄養食品㈱の株式取得、子会社とする。（食料品・食肉製品の製造販売） 

昭和59年11月 神戸グリコ㈱設立。（菓子の製造） 

グリコ商事㈱設立。（平成８年11月江栄商事㈱に社名変更、菓子の販売他） 

昭和63年６月 ㈱京冷設立。（平成８年10月関西フローズン㈱に社名変更、アイスクリームの販売） 

平成元年２月 ㈱グリコ物流サービス設立。（倉庫業及び配送センターの管理運営） 

平成３年８月 茨城グリコ㈱設立。（アイスクリームの製造） 

平成７年９月 日中合資会社 上海格力高日清食品有限公司に経営参加。（菓子・食料品の製造販売） 

平成10年５月 上海格力高日清食品有限公司の持分追加取得により子会社にするとともに上海格力高食品有限公

司に社名変更。 

平成11年８月 江崎格力高食品（上海）有限公司設立。（平成13年、上海格力高食品有限公司と合併し、上海江

崎格力高食品有限公司に社名変更） 

平成11年10月 江栄情報システム㈱設立。（情報システムの保守・開発） 

平成12年１月 関西グリコ㈱設立。（菓子の製造販売） 

平成13年１月 グリコ仙台アイスクリーム㈱を仙台グリコ㈱に社名変更。（レトルト食品の製造） 

平成13年10月 アイクレオ㈱の株式取得、子会社とする。（乳幼児用粉ミルクの製造販売） 

平成13年12月 東京グリコ㈱及び九州グリコ㈱設立。（菓子の製造販売） 

平成15年２月 Ezaki Glico USA Corp.設立。（菓子・食品等の販売） 



３【事業の内容】 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、当該事業に係るグループ各社の位置付けは、次のとおりであります。 

  

［食料品事業］ 

(1）菓子、冷菓、食品 

 主として連結財務諸表提出会社（以下当社という）が製造販売しておりますが、神戸グリコ㈱、茨城グリコ㈱他10社（連

結子会社）は、チョコレート、ビスケット等の菓子類やアイスクリーム、レトルト食品等を製造し、当社に納入しておりま

す。関西フローズン㈱他１社（連結子会社）、㈱関東フローズン（関連会社）は、アイスクリーム等の販売を行っておりま

す。また、上海江崎格力高食品有限公司（連結子会社）、Thai Glico Co.,Ltd.（連結子会社）及びGenerale Biscuit Glico 

France S.A.他１社（関連会社）は菓子の製造販売を、Ezaki Glico USA Corp.（連結子会社）は菓子・食品等の販売をそれ

ぞれ所在地国で行っております。 

  

(2）牛乳、乳製品等 

 主としてグリコ乳業㈱（連結子会社）が製造販売しておりますが、東北グリコ乳業㈱他１社（連結子会社）は乳製品、デ

ザート製品等を製造し、グリコ乳業㈱に納入しております。東京フードサービス㈱（連結子会社）は、牛乳、乳製品等の販

売を行っております。また、アイクレオ㈱（連結子会社）は、乳幼児用粉ミルクの製造販売をしております。 

  

(3）畜産加工品等 

 主としてグリコ栄養食品㈱（連結子会社）が製造販売しておりますが、東海グリコ栄食㈱他３社（連結子会社）は、ハ

ム・ソーセージ、惣菜等を製造しております。 

  

［その他の事業］ 

 その他の事業の主なものとして、江栄情報システム㈱（連結子会社）は、情報システムの保守及び開発を、㈱グリコ物流

サービス（連結子会社）は、当社製品の保管・輸送管理を行っております。 

  

 



 事業の系統図は、次の通りであります。 

 

  

  



４【関係会社の状況】 

  

 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容
主要な損益情報
等（百万円） 

役員の兼任等

資金援助
営業上の
取引 

設備の賃
貸借 

(1）売上高 
(2）経常利益 
(3）当期純利益 
(4）純資産額 
(5）総資産額 

当社
役員 
（人）

当社
社員 

（人）

（連結子会社）        

グリコ乳業㈱ 
東京都 
昭島市 

450 
牛乳・乳製
品等の製造
販売 

100.0 3 1 なし
製品（乳製
品）の購入 

なし

(1）81,391 
(2） 2,677 
(3） 1,609 
(4）34,709 
(5）56,770 

グリコ栄養食品
㈱ 

大阪府 
高槻市 

1,500 
ハム・ソー
セージ等の
製造販売 

100.0 3 1
運転資金
の貸付 

原料（色素
等）の購入 

なし

(1）30,943 
(2） 1,114 
(3）  800 
(4） 3,598 
(5）12,986 

北海道グリコ㈱ 
北海道 
恵庭市 

50 
菓子等の製
造販売 

100.0
(10.0)

－ 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

武生グリコ㈱ 
福井県 
越前市 

50 
菓子等の製
造販売 

100.0 － 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

東京グリコ㈱ 
東京都 
大田区 

10 
菓子等の製
造販売 

100.0 1 4 なし
当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

神戸グリコ㈱ 
神戸市 
西区 

100 
菓子等の製
造販売 

100.0 1 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

関西グリコ㈱ 
大阪市 
西淀川区 

10 
菓子等の製
造販売 

100.0 2 4 なし
当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

鳥取グリコ㈱ 
鳥取県 
西伯郡 
南部町 

50 
菓子等の製
造販売 

100.0 － 5 なし
当社製品
（菓子・食
品）の製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

九州グリコ㈱ 
佐賀県 
佐賀市 

10 
菓子等の製
造販売 

100.0 1 3 なし
当社製品
（菓子）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

仙台グリコ㈱ 
宮城県 
加美郡 
加美町 

30 
食品等の製
造販売 

100.0 － 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（食品）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

茨城グリコ㈱ 
茨城県 
常陸大宮
市 

80 
アイスクリ
ーム等の製
造販売 

100.0 1 3
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

グリコ千葉アイ
スクリーム㈱ 

千葉県 
野田市 

50 
アイスクリ
ーム等の製
造販売 

100.0
(20.0)

－ 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

三重グリコ㈱ 
三重県 
津市 

50 
アイスクリ
ーム等の製
造販売 

100.0 2 2
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

グリコ兵庫アイ
スクリーム㈱ 

兵庫県 
三木市 

30 
アイスクリ
ーム等の製
造販売 

100.0
(16.7)

－ 4
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
製造 

機械装置の
賃貸 

－ 

㈱グリコ物流サ
ービス 

神戸市 
西区 

50 
配送センタ
ーの管理・
運営 

100.0 1 3 なし
当社製品
（菓子）の
保管 

建物の賃貸 － 

江栄情報システ
ム㈱ 

大阪市 
西淀川区 

30 
情報システ
ムの保守・
開発 

53.3 2 2 なし
情報システ
ムの保守・
開発 

建物の賃貸 － 



 （注）１．連結子会社のうち、グリコ乳業㈱、グリコ栄養食品㈱及び上海江崎格力高食品有限公司は特定子会社に該当します。 

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．グリコ乳業㈱及びグリコ栄養食品㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高は除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 

４．Thai Glico Co.,Ltd.の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数であります。 

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容
主要な損益情報
等（百万円） 

役員の兼任等

資金援助
営業上の
取引 

設備の賃
貸借 

(1）売上高 
(2）経常利益 
(3）当期純利益 
(4）純資産額 
(5）総資産額 

当社
役員 
（人）

当社
社員 

（人）

（連結子会社）        

関西フローズン
㈱ 

京都府 
八幡市 

60 
アイスクリ
ーム等の販
売 

83.3 － 2
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
販売 

なし － 

東北フローズン
㈱ 

岩手県 
一関市 

35 
アイスクリ
ーム等の販
売 

100.0 － 1
運転資金
の貸付 

当社製品
（冷菓）の
販売 

なし － 

アイクレオ㈱ 
東京都 
中央区 

80 
乳製品等の
製造販売 

100.0 4 1
運転資金
の貸付 

なし 建物の賃貸 － 

東北グリコ乳業
㈱ 

宮城県 
加美郡 
加美町 

50 
牛乳・乳製
品等の製造
販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

近畿グリコ乳業
㈱ 

兵庫県 
朝来市 

50 
牛乳・乳製
品等の製造
販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

東京フードサー
ビス㈱ 

東京都 
昭島市 

40 
牛乳・乳製
品等の販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

那須グリコ栄食
㈱ 

栃木県 
那須塩原
市 

50 
ハム・ソー
セージ等の
製造販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

東海グリコ栄食
㈱ 

静岡県 
浜松市 

50 
ハム・ソー
セージ等の
製造販売 

100.0
(100.0)

－ －
運転資金
の貸付 

なし なし － 

中部グリコ栄食
㈱ 

名古屋市
港区 

10 
ハム・ソー
セージ等の
製造販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

山口グリコ栄食
㈱ 

山口県 
下関市 

30 
ハム・ソー
セージ等の
製造販売 

100.0
(100.0)

－ － なし なし なし － 

上海江崎格力高
食品有限公司 

中国 
上海市 

百万 
中国元 

54 

菓子の製造
販売 

100.0 － 5 なし
当社製品
（菓子）の
製造 

なし － 

Ezaki Glico 
USA Corp. 

米国 
カリフォ
ルニア州 

千ＵＳＤ 
10 

菓子・食品
等の販売 

100.0 － 3
運転資金
の貸付 

なし なし － 

Thai Glico 
Co.,Ltd. 

タイ国 
バンコッ
ク市 

百万 
バーツ 

20 

菓子・食品
等の製造販
売 

49.0 1 3 なし
当社製品
（菓子）の
販売 

なし － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、

年間平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、各会社別に組織されており、いずれも日本食品関連産業労働組合連合会に所属しております。

また、労使関係は良好であり、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

菓子 
1,812 

［1,908］ 

冷菓 
587 

［ 498］ 

牛乳・乳製品等 
815 

［ 964］ 

食品 
206 

［ 144］ 

畜産加工品・小麦澱粉等 
500 

［ 312］ 

全社（共通） 
327 

［  45］ 

合計 
4,247 

［3,871］ 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,156（608） 40.7 18.2 7,427,928 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当連結会計年度のわが国経済は、企業業績の回復による設備投資の増加や雇用情勢の改善が進み、回復基調を辿りました。し

かし、一方では、原油価格高騰の長期化や金利上昇懸念等、先行きに不透明感も漂う状況が続いており、個人消費も全体として

は伸び悩む状況が続きました。このような市場環境に対応するため、食品関係の競合各社は新製品開発やコスト競争力の強化に

しのぎを削り、激しい競争を展開しました。その結果、菓子・冷菓・畜産加工品は前年同期を上回る市況となりましたが、乳製

品・食品はいずれも前年同期を下回る市況となりました。 

このような状況の中で当社グループは「グリコグループ行動規範」に基づき、信頼される企業であり続けることを事業展開の

基本としながら、主力品の強化、新製品・系列品の発売、自動販売機や職場専用ボックスでの販売等による販売拠点の拡大や

各々の流通形態に適合した販売対策を積極的に展開いたしました。 

その結果、牛乳・乳製品部門や畜産加工品部門は減収となりましたが、菓子部門・冷菓部門・食品部門は前年比で増収とな

り、当連結会計年度の売上高は269,776百万円となり、前連結会計年度（260,991百万円）に比べ3.4％の増収となりました。 

利益面につきましては、品種構成の変化や原油高、一部の原料価格の上昇等はありましたが、販売拡大に伴う生産増の効果に

より売上原価率は前年同期並みとなりました。また、厳しい市場競争に対応するために販売促進費が増加し、広告費も若干増加

しましたが、販売費及び一般管理費全体の対売上高比率は低下いたしました。その結果、経常利益は9,181百万円と前連結会計

年度（8,080百万円）に比べ1,101百万円の増益となりました。一方、当連結会計年度は特別損失として固定資産の減損損失を計

上いたしました。その結果、当期純利益は4,122百万円となり、前連結会計年度（4,911百万円）に比べ788百万円の減益となり

ました。 

  

 事業部門別の業績は、次の通りであります。 

＜菓子部門＞ 

新製品‘極細’を発売した「ポッキーグループ」が大きく売上を伸ばし、‘カプリコ’や‘クラッツ’も増収に貢献しまし

た。さらに、口中ケアタブレット‘ＢＲＥＯ’も売上を伸ばしましたが、発売２年目の‘メンタルバランスチョコレートＧＡＢ

Ａ’は前年同期を下回りました。また、タイ、上海の海外子会社は前年に引き続き好調に推移いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は80,099百万円となり、前連結会計年度（71,985百万円）に比べ11.3％の増収となりまし

た。 

  

＜冷菓部門＞ 

新味を発売した‘牧場しぼり’が大幅に売上を伸ばし、‘セブンティーンアイス’‘カロリーコントロールアイス’も順調で

した。一方、‘ジャイアントコーン’‘パピコ’‘和ごころ’は前年同期を下回りました。また、冷菓販売子会社の売上は伸長

しました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は54,094百万円となり、前連結会計年度（50,853百万円）に比べ6.4％の増収となりまし

た。 

  

＜牛乳・乳製品部門＞ 

発酵乳、洋生菓子は‘幸せのたっぷりアロエヨーグルト’‘とろ～りクリームｏｎプリン’等が好調で増収となりましたが、

牛乳類や‘マイルドカフェオーレ’‘野菜足りてますか’等の飲料が減収となりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は83,568百万円となり、前連結会計年度（85,721百万円）に比べ2.5％の減収となりまし

た。 

  

 



＜食品部門＞ 

主力品の‘２段熟カレー’が好調で大幅に売上を伸ばし、発売２年目の‘ＨＯＴ菜中華’も貢献しました。一方、‘ＺＥＰＰ

ＩＮカレー’ ‘ＤＯＮＢＵＲＩ亭’はやや苦戦となりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は21,005百万円となり、前連結会計年度（20,877百万円）に比べ0.6％の増収となりまし

た。 

  

＜畜産加工品部門＞ 

主力品の‘パリッと朝食ウィンナー’‘充実朝食ロースハム’等のハム・ソーセージ類は順調に推移しました。さらに、‘具

付き麺’シリーズも増収に貢献しました。なお、前連結会計年度まで畜産加工品部門に含めておりましたグリコ那須高原牧場㈱

の株式を、当連結会計年度において売却したため、連結の範囲から除外しております。 

その結果、当連結会計年度の売上高は31,009百万円となり、前連結会計年度（31,553百万円）に比べ1.7％の減収となりまし

た。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

  

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）期末残高は、22,557百万円となり、前連結会計年度末

（20,786百万円）に比べ1,771百万円増加いたしました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは15,469百万円となり、前連結会計年度（10,911百万円）に比べ

4,557百万円増加しました。これは、たな卸資産の増減額が1,507百万円となり前連結会計年度（△2,616百万円）に比べ4,124百

万円増加したことが主な要因であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは△7,930百万円となり、前連結会計年度（△16,495百万円）に比

べ8,564百万円増加しました。これは、投資有価証券の購入額が△3,843百万円となり前連結会計年度（△14,814百万円）に比べ

10,970百万円増加したことが主な要因であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは△5,870百万円となり、前連結会計年度（6,509百万円）に比べ

12,380百万円減少しました。これは、短期借入金の増減額が△4,232百万円となり前連結会計年度（8,271百万円）に比べ12,504

百万円減少したことが主な要因であります。 

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額（△は減） 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

10,911 15,469 4,557 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△16,495 △7,930 8,564 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

6,509 △5,870 △12,380 

現金及び現金同等物期首残高 
（百万円） 

19,684 20,786 1,102 

現金及び現金同等物期末残高 
（百万円） 

20,786 22,557 1,771 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び仕入実績 

① 当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によるものであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、仕入価格によるものであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は受注生産は行わず、すべて見込生産によっております。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業部門の名称 前連結会計年度 当連結会計年度 前期比（％） 

菓子（百万円） 64,164 70,694 ＋10.2 

冷菓（百万円） 31,492 30,681 △2.6 

牛乳・乳製品等（百万円） 80,219 78,601 △2.0 

食品（百万円） 16,332 16,030 △1.8 

畜産加工品等（百万円） 25,411 25,423 ＋0.0 

合計（百万円） 217,618 221,429 ＋1.8 

事業部門の名称 前連結会計年度 当連結会計年度 前期比（％） 

菓子（百万円） 5,646 5,879 ＋4.1 

冷菓（百万円） 17,983 19,625 ＋9.1 

牛乳・乳製品等（百万円） 3,569 3,279 △8.1 

食品（百万円） 2,816 2,748 △2.4 

畜産加工品等（百万円） 4,921 3,704 △24.7 

合計（百万円） 34,935 35,235 ＋0.9 

事業部門の名称 前連結会計年度 当連結会計年度 前期比（％） 

菓子（百万円） 71,985 80,099 ＋11.3 

冷菓（百万円） 50,853 54,094 ＋6.4 

牛乳・乳製品等（百万円） 85,721 83,568 △2.5 

食品（百万円） 20,877 21,005 ＋0.6 

畜産加工品等（百万円） 31,553 31,009 △1.7 

合計（百万円） 260,991 269,776 ＋3.4 



３【対処すべき課題】 

 少子高齢化による消費層の縮小及び変化、健康及び安全性志向の広がり等による消費者嗜好の変化、外資参入をはじめとする

流通構造の再編等、当社グループをとりまく経営環境は日ごとに厳しさを増しております。このような状況において当社グルー

プが対処しなければならない課題としては次のようなものがあります。 

・研究開発力の強化 

・営業力の強化 

・品質保証体制の確立 

・製造コストの低減 

・より効率的な製品供給体制の確立 

・間接部門の効率化 

・新規市場等への進出 

・職場における専用ボックス販売の推進 

・コンプライアンスや環境問題への取り組み強化 

当社グループはこれらの課題に対し、中長期的な視点に立ち、さまざまな構造改革策を機動的かつ継続的に実行し、競争に打

ち勝てる企業体質の構築を進めてまいります。 

  

また、株式会社の支配に関する基本方針について以下のとおり定めております。 

  

１）基本方針の内容 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値・株主の皆様の

共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行われるべきもの

と考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討

しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条

件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さ

ないものも少なくありません。 

当社では、グループとして企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、長年にわたって築き

上げられた企業ブランド及び商品ブランドにあります。そして、当社は、このようなブランド価値の根幹にあるのは、①商品開

発力の維持、②研究開発力の維持、③食品の安全性の確保、④取引先との長期的な協力関係の維持、⑤企業の社会的責任を果た

すことでの信頼の確保等であると考えております。当社の株式の大量買付を行う者が、こうした当社の企業価値の源泉を理解し

た上で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されること

になります。 

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支

配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

  
 



２）基本方針の実現のための取組み 

  
（1）基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるための特別な取組みは以下のとおりです。 

当社グループは、事業の効率性を重要な経営指標として認識し、グループ各社の連係の一層の強化、シナジー効果の追求、

収益性の向上を図っております。また、当社グループは、中長期的な会社の経営戦略として、各部門ともに消費者の視点から

の新製品や新技術の研究開発に積極的に取り組むとともに、流通構造の変化に対応した販売制度の実現や製造設備の合理化、

さらに生産工場の統廃合を実施し、収益力の向上を図り、事業基盤の安定を目指しています。さらに、安心・安全という品質

を維持するために、製造や輸送段階だけでなく資材調達時点でのチェック体制も強化し、消費者やお得意様に信頼される企業

であり続けるように努めています。 

当社は、中長期的視点に立ち、これら取り組みを遂行・実施していくことで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向

上してまいります。 

  

（2）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み 

当社は、平成18年5月11日開催の取締役会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本

プラン」といいます。）の導入を決議し、平成18年6月29日開催の第101期事業年度に係る定時株主総会において本プランの導入

につき承認を得ております。 

本プランは、当社株式の大量取得行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要・十分な情報と時間を

確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるこ

とを目的としています。 

本プランは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付、又は②当社が発行者で

ある株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる

公開買付けに該当する当社株券等の買付もしくはこれに類似する行為又はその提案（以下「買付等」といいます。）がなされる

場合を適用対象とします。 

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行う者（以下「買付者等」といいます。）には、買付内容等の

検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等や

当社取締役会から提出された情報、当社取締役会の代替案等が、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会に提供さ

れ、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する

情報収集・比較検討等、当社取締役会の提示する代替案の検討、買付者等との協議・交渉等、株主に対する情報開示等を行いま

す。 

独立委員会は、当該買付等が本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合や当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合等において、後述する新株予約権の無償割当てを実施すること

が相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、かかる新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。

かかる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）は、1円を下限とし当社普通株式1株の時価の2分の1の金額を上限とす

る金額の範囲内で当社取締役会が本新株予約権の無償割当てに関する決議において別途定める金額を払い込むことにより行使

し、当社普通株式1株を取得することができ、また、買付者等を含む非適格者や非居住者による権利行使が原則として認められ

ないという行使条件、及び当社が非適格者以外の者から、原則として当社普通株式1株と引換えに本新株予約権1個を取得するこ

とができる旨の取得条項が付されております。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割

当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社

取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。 

  
 



本プランの有効期間は、第101期事業年度に係る定時株主総会の終了後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとされています。但し、有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は取締役会において本プ

ランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。 

本プラン導入後であっても、本新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が生じる

ことはありません。他方、本プランが発動され、本新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様が本新株予約権の行

使手続を行わなければその保有する当社株式が希釈化する場合があります。但し、当社が当社株式の交付と引換えに本新株予約

権の取得を行った場合には、株式の希釈化は生じません。 

  

３）上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

（1）基本方針の実現に資する特別な取組み（上記２)（1）の取組み）について 

上記②（1）記載の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策

定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものです。 

従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではありません。 

（2）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（上記

２)（2）の取組み）について 

本プランは、上記２)（2）記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入されたものであ

り、基本方針に沿うものです。 

特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得て導入されたものであること、その内容として本プランの発動に関する

合理的な客観的要件が設定されていること、独立性の高い社外者のみによって構成される独立委員会が設置されており、本プラ

ンの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言

を得ることができるとされていること、本プランの有効期間が3年間と定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃

止できるとされていること等により、その公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績及び財務状況等（株価含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年3月31日）現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

（1）天候による影響 

 当社グループが展開している事業の中には、菓子・アイスクリーム・ヨーグルト・飲料等、気温の高低や晴雨という天候状況

によって消費者の購買行動が影響を受けやすい商品があり、春夏の低温、猛暑、多雨をはじめとする天候不順の場合は当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）食の安全性に関連する事項による影響 

 近年、食品業界におきましては、ＢＳＥや鳥インフルエンザの流行、食肉偽装問題、未認可原料問題等、商品の品質・安全性

に係る問題が発生しております。 

 当社グループでは、原材料購入時点における安全性の確認・生産現場における品質チェック・日付管理・輸送途中の温度管理

等を徹底し、トレーサビリティシステムの導入に注力する等、企業の存立基盤となる「安心と安全」を確保するため、万全の体

制で臨んでおります。 

 しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（3）取引先の経営破綻等による影響 

 当社グループの販売先は主として、スーパーマーケット・コンビニエンスストアや食品専門商社、卸店等であります。当社グ

ループでは債権保全に万全を期すべく、調査機関や業界情報の活用により日常的な情報収集や与信管理を徹底し、債権の回収不

能という事態を未然に防ぐ体制を取っております。 

 しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が突発的に発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

（4）天変地異や社会的な制度等の影響 

 当社グループは日本及びヨーロッパ・アジア・米国等において事業展開を行っております。これらの事業展開地域においては

次のようなリスクがあります。これらの事象が発生した場合は当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ①地震等の天変地異の発生 

 ②予期しない不利な経済的または政治的要因の発生 

 ③テロ、紛争等の発生、感染性疾病の流行等による社会的混乱 

  

（5）法的規制等の影響 

 当社グループは食品衛生法、不当景品類及び不当表示防止法、環境・リサイクル関連法規等の法的規制の適用を受けておりま

す。当社グループとしては、各業務担当部門が法務担当部門と連携しながら、すべての法的規制を遵守するように取り組んでお

ります。しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

合弁契約 

  

６【研究開発活動】 

 厳しい経済環境が続く中、企業の成長に不可欠である新製品の開発は、当社グループの企業戦略における最重要課題のひとつ

であります。当社グループの研究開発は長期的展望に立った基礎研究、応用研究を各社の生物化学研究所及び中央研究所で、新

製品の開発を各社の開発研究所等で推進しております。 

 尚、当連結会計年度に支出した研究開発費は総額4,677百万円であります。 

  

 当連結会計年度の主な研究の概要とその成果 

（1）基礎研究、応用研究分野 

独創的な新製品を開発するため、技術面からのシーズの発見に注力し、微生物あるいは植物由来の酵素を利用した新素材の開

発、新食品素材や加工法の利用研究、これらの研究・技術を生かした菓子、冷菓、食品、乳製品、畜産加工食品の商品化研究な

どに取り組んでおります。 

当連結会計年度も独自の酵素技術を生かした基礎研究を進めるとともに、その成果を応用研究に発展させ、さらに実用、量産化

のための研究を進めました。既に事業化が進行している素材としては、研究試薬としてのシクロアミロース、新美白成分である化

粧品原料α－アルブチン、新規食品原料クラスターデキストリン、食品添加物のヘスペリジン配糖体、機能性食品原料リン酸化オ

リゴ糖カルシウム（POs-Ca／ポスカ）などがあげられますが、これらについては更なる応用研究を積極的に進め、事業推進を支援

しました。その他の新規素材についても基礎研究から応用研究に進め、次のステップに進めつつあります。 

健康栄養分野の研究では、「メンタルバランスチョコレートＧＡＢＡ」のリラックス効果に関する研究を進めると共に、ＧＡ

ＢＡを配合したココアについてもリラックス効果があることを明らかにしました。また、糖尿病患者やその予備軍の方々のため

に、血糖値を急激に上昇させない「せんべい」について研究・開発を進め、９月末に厚生労働省から「特定保健用食品」の許可を

受けました。 

乳製品関連分野の研究では、「朝食プロバイオティクスヨーグルト」及び「生きて腸まで届くビフィズスヨーグルト」に使用し

ているビヒィズス菌が、生きて腸管を通過し、大腸まで到達することをヒト試験で確認し、３月の農芸化学会大会で報告しまし

た。また、りんごに含まれるペクチンが、抗酸化力を有するフラボノイドの消化器官における吸収率を高める作用があることを動

物試験で確認しました。また、小腸におけるフラボノイドの吸収率が高くなっていることを確認しました。今後、りんごペクチン

の商品への利用研究を進めます。 

  

 

契約先 国名 合弁契約の内容 契約の発効日 契約期間 

ジェネラル

ビスケット

社 

フランス 社名：Generale Biscuit Glico France S.A. 

目的：各種菓子、食料品類の製造販売 

資本金：1,525千ユーロ 

当社出資額：762千ユーロ（出資比率50％） 

設立：1982年３月19日 

：1986年５月９日 500万フランスフラン増資

（新資本金1,000万フラン

スフラン） 

：1987年２月18日 ジェネラルビスケット社

（仏）は、ビー・エス・エ

ヌ社（現ダノングループ）

（仏）と合併しました。 

昭56.10.27 

  

平13.10.27 

平18.10.27 

契約の発効日より

10年間 

契約を更新し契約

期間を５年間延長

しました。 



（2）新製品開発分野 

市場性、消費者ニーズに合致した独創的な新製品の開発と市場導入を各社の開発企画部及び製造部などの関連部門と連携し取り

組んでおります。 

菓子分野は、「愛用品の積極取り組み」「嗜好品の基盤強化」という方針で取り組んでいます。愛用品では「ＧＡＢＡ（ギャ

バ）」の消費者浸透に努めました。6月の父の日対策、9月のリニューアル、11月の勤労感謝の日対策（小学館とのコラボ）、一月

の受験生対策（ＮＯＶＡとのコラボ）など需要拡大の施策を実施しました。「ポスカム」は3月に価格改定や訴求ポイントの変更

（口内環境正常化）を実施しました。「ＢＲＥＯ（ブレオ）」は市場定着に向け、新味（5月にレモンミントと９月にマイルドミ

ント）の投入を行いました。また、営業対策として「ポスカム」「ブレオ」は「キスミントガム」と3品をあわせて「口中ケア売

り場作り」を展開しております。 

嗜好品では、ポッキーブランドのリニューアルを行いました。10月に発売した“ポッキー市場最も細い”と銘うった「ポッキー

極細」や“Stick to Fun,POCKY”をテーマにした新しい広告は話題を呼び、ブランドの強化に繋がりました。プリッツブランドで

はハードな食感を楽しむ「堅焼きプリッツ」を3月に発売するなど積極的な展開を図りました。また「アーモンドチョコレート」

は9月のビター味の発売と営業取組強化により、大きく売上げを伸ばしました。 

冷菓分野では、春先より好調な「牧場しぼり」に濃厚なミルクと相性の良い新味＜珈琲仕立て＞＜抹茶仕立て＞＜キャラメル仕

立て＞を加えて、ブランド全体の強化を図り、トータルで前年の２倍の実績を残すことができました。ロングセラーの「ジャイア

ントコーン」「パピコ」「パナップ」「アイスの実」「アイボリー」「まゆたま」「和ごころ」「カロリーコントロールアイス」

などの新しいブランドにつきましても、それぞれ新味追加や品質向上などのリニューアルを加えて、活性化を図りました。07年

シーズンインの3月には、従来の限界を超える量のチョコレートをクリームに練り込めるようにした独自の技術を応用し、あたかも

冷たいチョコレートを食べているような新製品「デフ＜ブラック＞＜ホワイト＞」を発売しました。 

食品分野では、固形ルウとペーストの２層構造でご好評をいただいている「ＺＥＰＰＩＮ」シリーズのカレールウ、シチュール

ウ、ハッシュドビーフルウをリニューアルし、また、電子レンジ食品「ＨＯＴ菜中華」シリーズにビーフン２品を加え、ブランド

の強化を図りました。新製品ではレトルトカレーの「牛丼カレー」、幼児食の新シリーズ「幼児はじめてケア」としてタブレット

２品を発売し、あわせて「クレアおばさんの欧風家庭料理」シリーズや「炊き込み御膳」「ＤＯＮＢＵＲＩ亭」「カレー職人」な

ど基幹商品群のリニューアルを実施しました。健康食品分野では、「新規健康食品の開発」と同時に「スポーツフーズ事業の拡

大、強化」にも取組み、「キレイサプリ」シリーズで「鉄サポート」を６月に発売し、パワープロダクション エキストラシリーズ

の第３弾として「エキストラブースター」を１２月に発売しました。 

醗酵乳分野では、春の「朝食みかんヨーグルト」に続いて８月に「朝食とろとろバナナとミルクヨーグルト」を、9月には主力の

「朝食りんごヨーグルト」をリニューアルしました。また、９月より400gシリーズの「幸せのたっぷりりんごヨーグルト」を発売

し、１月に全国展開を完了しました。「おいしいカスピ海」を含め、グリコ独自のカテゴリーをさらに強化することができまし

た。さらに「生きて腸まで届くビフィズスヨーグルト」（ブルーベリー、いちご）もプロバイオティクスを全面に出してリニュー

アルを行いました。 

洋生菓子分野では、「とろ～りクリームｏｎプリン」は従来品に加え、123g、ファミリー向けの３個パックも発売し、リニュー

アルを行いながら流通のさまざまな要望に応えられる品揃えになりました。8月に発売した「Happy プッチンプリン400g」は発売エ

リア・チェーン・店舗・日数限定の全国各地でのイベント的販売方法でお客様の話題にもなり、当商品を軸に店頭プロモーション

を提案することでプッチンプリン群の売上を大きく伸ばすことができました。 

畜産加工品分野では、使い勝手と適量適価でおいしさ追求した商品を提案し、薄切りツインパック（２回分小分けパック）のホ

ワイトロース、ペッパーポークとフルサイズベーコン２連、皮なしカレー味ウインナーなどを発売し、職人直伝を強化し改善しま

した。 

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

（1）重要な会計方針の見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、第５「経理の状況」に記載のとおり、わが国において一般に公正妥当と認められている

会計基準に基づき作成しております。 

 連結財務諸表の作成で採用する重要な会計方針等に掲げる項目には、過去の実績又は最も合理的と判断される前提に基づ

き見積もる部分もあり、将来の前提条件の変動等により財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があるものと考えてお

ります。 

(2)当連結会計年度の経営成績 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が269,776百万円（前連結会計年度に比べ3.4％の増収）、営業利益

が7,704百万円（前連結会計年度に比べ10.3％の増益）、経常利益が9,181百万円（前連結会計年度に比べ13.6％の増益）、

当期純利益が4,122百万円（前連結会計年度に比べ16.1％の減益）となりました。 

①売上高 

 売上高の概要につきましては、第２「事業の状況」１「業績等の概要」（１）業績に記載のとおりであります。 

②営業利益 

生産品種構成変化や原油高、一部の原料価格の上昇等はありましたが、販売拡大に伴う生産増の効果により売上原価率は

58.2％と前年同期並みになりました。また、厳しい市場競争に対応するため販売促進費が増加し、広告費も若干増加しまし

たが、販売費及び一般管理費全体の対売上高比率は38.9％と前連結会計年度に比べ0.2％低下しました。その結果、営業利益

は7,704百万円（前連結会計年度に比べ10.3％の増益）となりました。 

③経常利益 

営業利益が増加したこと等により、経常利益は9,181百万円（前連結会計年度に比べ13.6％の増益）となりました。 

④当期純利益 

経常利益は増加しましたが、特別損失に減損損失を計上したこと等により、当期純利益は4,122百万円（前連結会計年度に

比べ16.1％の減益）となりました。 

（3）資本の財源及び資金の流動性について 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、第２「事業の状況」１「業績等の概要」（２）キャッシュ・

フローに記載の通りであります。また、キャッシュ・フロー指標の推移は、以下のとおりであります。 

 （注） 株主資本比率：株主資本／総資産 

 時価ベースの株主資本比率:株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、

利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

株主資本比率（％） 59.4 58.3 59.6 

時価ベースの株主資本比率（％） 60.7 66.5 85.2 

債務償還年数（年） 0.2 1.0 0.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 168.8 137.4 128.5 



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は総額77億円の設備投資を行いました。事業部門別の投資額は、菓子部門が27億円、冷菓部門が21億円、牛

乳・乳製品部門が20億円、食品部門が２億円、畜産加工品部門が４億円、本社部門が３億円であり、主な内容は次のとおりであ

ります。 

 菓子部門は“ポッキー”などの生産設備増設及び更新等、冷菓部門は“セブンティーン”などの生産設備の増設及び自動販売

機などの販売設備等の新増設、牛乳・乳製品部門は発酵乳・洋生菓子の新製品生産設備等であります。 

  

  



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

  
 

      平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

㈱ユース他（外注先） 
(千葉県匝瑳郡他) 

菓子冷菓食品 
菓子・冷菓・食
品生産設備 

19 1,744 － 85 1,849 －

研究所 
(大阪市西淀川区) 

菓子冷菓食品 
研究開発施設設
備 

513 299
12
(1) 

211 1,037 
125
[8] 

本社 
(大阪市西淀川区) 
（注２） 

総合統括事務 その他設備 1,842 3
904
(7) 

117 2,868 
375
[14] 

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業部門
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

北海道グリコ㈱ 
北海道工場 
(北海道恵庭市) 

菓子 
菓子生産設
備 

593 621
46

(17) 
4 1,265 

23
[86] 

武生グリコ㈱ 
武生工場 
(福井県越前市) 

菓子 
菓子生産設
備 

427 815
278
(27) 

36 1,558 
59
[3] 

東京グリコ㈱ 
（注２） 

東京工場 
(東京都大田区) 

菓子 
菓子生産設
備 

536 592
1,762
(24) 
[1] 

31 2,923 
80

[141] 

神戸グリコ㈱ 
神戸工場 
(神戸市西区) 

菓子 
菓子生産設
備 

2,953 2,137
1,917
(39) 

92 7,100 
144
[7] 

関西グリコ㈱ 
大阪工場 
(大阪市西淀川区) 

菓子 
菓子生産設
備 

1,385 1,088
249
(33) 

73 2,797 
52

[183] 

鳥取グリコ㈱ 
鳥取工場 
(鳥取県西伯郡) 

菓子食品 
菓子・食品
生産設備 

222 453
77

(27) 
99 853 

41
[34] 

九州グリコ㈱ 
九州工場 
(佐賀県佐賀市) 

菓子 
菓子生産設
備 

604 892
16

(28) 
30 1,543 

60
[35] 

仙台グリコ㈱ 
仙台工場 
(宮城県加美郡) 

食品 
食品生産設
備 

335 466
452
(34) 

21 1,276 
35

[80] 

茨城グリコ㈱ 
茨城工場 
(茨城県常陸大宮
市) 

冷菓 
冷菓生産設
備 

1,544 981
708
(39) 

46 3,281 
61

[58] 



 

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業部門
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

グリコ千葉アイス
クリーム㈱ 

千葉工場 
(千葉県野田市) 

冷菓 
冷菓生産設
備 

455 728
535
(38) 

36 1,755 
50

[130] 

三重グリコ㈱ 
三重工場 
(三重県津市) 

冷菓 
冷菓生産設
備 

452 521
404
(24) 

47 1,425 
50

[87] 

グリコ兵庫アイス
クリーム㈱ 

兵庫工場 
(兵庫県三木市) 

冷菓 
冷菓生産設
備 

625 596
43

(15) 
11 1,276 

46
[112] 

㈱グリコ物流サー
ビス 

神戸倉庫 
(神戸市西区) 

菓子食品 
菓子・食品
倉庫設備 

230 54
523
(10) 

－ 808 3

アイクレオ㈱ 
柏原工場 
(兵庫県丹波市) 

牛乳・乳
製品等 

乳製品等生
産設備 

0 0
221
(13) 

0 221 
45

[13] 

グリコ乳業㈱ 
（注２） 

那須工場 
(栃木県那須塩原
市) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

403 1,348
213
(13) 
[2] 

77 2,042 
64

[68] 

グリコ乳業㈱ 
東京工場 
(東京都昭島市) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

887 1,579
1,284
(26) 

190 3,942 
71

[117] 

グリコ乳業㈱ 
（注２） 

岐阜工場 
(岐阜県安八郡安
八町) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

980 1,556
233
(40) 
[3] 

52 2,822 
69

[116] 

グリコ乳業㈱ 
広島工場 
(広島市安佐緑区) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

1,062 792
279
(11) 

18 2,153 
30

[24] 

グリコ乳業㈱ 
佐賀工場 
(佐賀県佐賀市) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

1,328 2,301
374
(32) 

26 4,031 
59

[164] 

グリコ乳業㈱ 
（注３） 

熊本工場 
(熊本県熊本市) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

35 27
37

(14) 
0 100 －

グリコ乳業㈱ 
本社 
(東京都昭島市) 

牛乳・乳
製品等 

その他設備 652 303
20
(2) 

264 1,240 
168
[21] 

東北グリコ乳業㈱ 
宮城工場 
(宮城県加美郡加
美町) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

252 369
117
(117) 

15 755 
41

[32] 

近畿グリコ乳業㈱ 
兵庫工場 
(兵庫県朝来市) 

牛乳・乳
製品等 

牛乳・乳製
品等生産設
備 

427 377
383
(35) 

10 1,199 
40

[34] 

グリコ栄養食品㈱ 
（注２） 

本社 
(大阪府高槻市) 

畜産加工
品等 

その他設備 56 28
－
[2] 

57 142 
132
[18] 

那須グリコ栄食㈱ 
工場 
(栃木県那須塩原
市) 

畜産加工
品等 

畜産加工品
等生産設備 

890 750
111
(19) 

28 1,781 
92

[104] 

東海グリコ栄食㈱ 
静岡工場 
(静岡県浜松市) 

畜産加工
品等 

畜産加工品
等生産設備 

886 293
149
(16) 

14 1,344 
44

[58] 

中部グリコ栄食㈱ 
（注２） 

工場 
(愛知県名古屋市) 

畜産加工
品等 

畜産加工品
等生産設備 

6 176
－
[5] 

3 185 
13
[2] 

山口グリコ栄食㈱ 
山口工場 
(山口県下関市) 

畜産加工
品等 

畜産加工品
等生産設備 

268 155
179
(10) 

5 607 
35

[66] 



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等を含んでおり

ません。 

２．土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は183百万円であります。賃借している土地の面積については、

［ ］で外書きしております。 

３．現在休止中であります。 

４．上記の他、千葉市緑区に土地（53千㎡、1,928百万円）を所有しております。 

５．上記の他、主要なリース設備（借主）として以下のものがあります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

６．従業員の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

  

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業部門
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

Thai Glico  
Co.,Ltd. 

バンカディ工場 
（タイ） 
他タイ国内１工場 

菓子 
菓子生産設
備 

524 1,077
199
(66) 

34 1,836 
586
[226] 

上海江崎格力高食
品有限公司 
（注２） 

上海工場 
(中国上海市) 

菓子 
菓子生産設
備 

263 933
－

[30] 
460 1,657 

339
[666] 

  
事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容
年間支払リース料 

（百万円） 

  
本社 
（大阪市西淀川区） 

総合統括事務 その他設備 180 

  会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容
年間支払リース
料（百万円） 

  グリコ乳業㈱ 
本社 
(東京都昭島市) 

牛乳・乳製品等 その他設備 97 

  グリコ栄養食品㈱ 
本社 
(大阪府高槻市) 

畜産加工品・小麦
澱粉等 

その他設備 66 

  江栄情報システム㈱
本社 
(大阪市西淀川区) 

情報システムの保
守開発 

その他設備 319 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、期末時点では設備の新設・拡充等の計画を個々のプロジェクトごとには決定してお

りません。そのため、事業部門ごとの数値を開示する方法によっております。 

 当連結会計年度後１年間の設備投資計画は、9,900百万円であり、事業部門ごとの内訳は次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

２．経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。 

３．各部門の計画概要の内、主要なものは、次のとおりであります。 

  

  

  

事業部門の名称 
平成19年３月末計画
金額（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

菓子 4,600
新製品、増産、規格変更、
合理化、品質向上、維持保
全等 

自己資金 

冷菓 1,500 同上 同上

牛乳・乳製品等 2,700 同上 同上

食品 300 同上 同上

畜産加工品等 800 同上 同上

合計 9,900 － － 

事業部門の名称 投資目的 金額（百万円） 投資目的 金額（百万円） 

菓子 新製品 3,100 合理化 500 

冷菓 販売設備 900 増産 600 

牛乳・乳製品等 新製品 800 合理化 400 

食品 合理化 200 － － 

畜産加工品等 合理化 300 品質向上 200 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割（１：1.1） 

分割日    平成９年５月20日 

増加株式数  13,169,103株 

資本組入総額 658,455千円 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式15,718,144株は「個人その他」欄に15,718単元及び「単元未満株式の状況」欄に144株含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ1単元及び700株

含まれております。 

  
 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 470,000,000 

計 470,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株）
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 144,860,138 144,860,138

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

－ 

計 144,860,138 144,860,138 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成９年４月１日～ 
平成10年３月31日 

13,169 144,860 － 7,773 － 7,413

      平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 58 26 214 98 5 11,713 12,114 － 

所有株式数
（単元） 

－ 32,086 533 34,400 25,894 17 49,404 142,334 2,526,138

所有株式数の
割合（％） 

－ 22.54 0.37 24.18 18.19 0.01 34.71 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．上表のほか、(7）議決権の状況 ②自己株式等に記載しております自己株式が大株主に該当致します。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれております。

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

スティール パートナーズ ジャパン 
ストラテジック ファンド（オフショ
ア）エル ピー 
（常任代理人 メリルリンチ日本証券
株式会社 証券業務部） 

HARBOUR CENTRE P.O.BOX 30362 SMB, 
GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS
（東京都中央区日本橋１－４－１日本橋一
丁目ビルディング） 

20,812 14.37 

掬泉商事株式会社 大阪市西淀川区歌島４－６－５ 8,263 5.70 

江崎 正道 兵庫県芦屋市 7,240 5.00 

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１－２－１ 7,000 4.83 

日清食品株式会社 大阪市淀川区西中島４丁目１－１ 7,000 4.83 

佐賀県経済農業協同組合連合会 佐賀県佐賀市栄町２－１ 5,787 4.00 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 2,342 1.62 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 2,112 1.46 

大正製薬株式会社 東京都豊島区高田３丁目24－１号 2,020 1.39 

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,549 1.07 

計 － 64,126 44.27 

    平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,718,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 126,616,000 126,616 － 

単元未満株式 普通株式 2,526,138 － － 

発行済株式総数 144,860,138 － － 

総株主の議決権 － 126,616 － 



②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

江崎グリコ株式会
社 

大阪市西淀川区歌
島四－６－５ 

15,718,000 － 15,718,000 10.85 

計 － 15,718,000 － 15,718,000 10.85 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通

株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含まれておりません。 

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 142,906 176,701,200 

当期間における取得自己株式 9,000 － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － － 

その他 
（単元未満株式の売渡請求による売渡） 

6,311 4,956,342 － － 

保有自己株式数 15,718,144 － 15,727,144 － 



３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開

に必要な内部留保の確保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。また、中間配当と期末配

当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の期末配当につきましては、上記方針に基づき１株につき５円の普通配当に加え、大正11年2月の創業以来、今年が

創立85周年にあたりますことを記念し、１株につき５円の記念配当をすることとさせていただきました。既に、平成18年12月８

日に実施済の中間配当金１株当たり５円と合わせまして、年間配当金は１株当たり１５円となります。 

また、内部留保資金の使途につきましては、設備投資、研究開発、今後の海外事業の展開などの資金に充当してまいりたいと考

えております。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月３０日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めており

ます。 

なお、当事業年度の係る剰余金の配当は以下の通りであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当金額
（円） 

平成18年10月31日 
取締役会決議 

646 5

平成19年6月28日 
定時株主総会決議 

1,291 10

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 711 786 1,146 1,320 1,500 

最低（円） 601 620 675 825 1,058 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高（円） 1,181 1,220 1,285 1,284 1,489 1,500 

最低（円） 1,084 1,100 1,185 1,230 1,271 1,364 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締

役) 

  江崎 勝久 昭和16年８月27日生 

昭和39年３月 神戸大学経営学部卒業 

昭和41年６月 当社入社 

昭和47年11月 取締役秘書室長就任 

昭和48年11月 代表取締役副社長就任 

昭和57年４月 グリコ栄養食品㈱取締役就任

（現任） 

昭和57年６月 グリコ協同乳業㈱（現グリコ乳

業㈱）代表取締役会長就任（現

任） 

昭和57年６月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

(注４) 1,495 

常務取締役 

品質総括責任

者、品質保証

部担当 

大川畑 勝也 昭和13年10月31日生 

昭和36年３月 九州大学農学部卒業 

昭和36年４月 当社入社 

平成６年４月 人事部長 

平成９年６月 取締役人事労政部長就任 

平成14年２月 常務取締役総務部長就任 

平成14年６月 品質総括責任者（現任）、研究

開発部門統括、生物化学研究

所・中央研究所担当 

平成18年６月 品質保証部担当（現任） 

(注４) 25 

常務取締役 
経理部長、関

連事業担当 
原 光伴 昭和14年10月６日生 

昭和38年３月 大分大学経済学部卒業 

昭和38年４月 当社入社 

平成８年３月 経営企画室長 

平成10年６月 取締役経営企画室長兼管理室長

就任 

平成12年６月 菓子事業本部長兼菓子開発企画

部長 

平成18年４月 経理部長 

平成18年６月 常務取締役経理部長就任（現

任）、関連事業担当（現任） 

(注４) 10 

常務取締役 

ＳＣＭ本部長

兼資材部長兼

情報システム

部長 

吉田 安矩 昭和16年２月７日生 

昭和38年３月 広島大学工学部卒業 

昭和38年４月 当社入社 

平成３年11月 生産技術部長 

平成11年６月 取締役製造部長就任 

平成18年４月 資材部担当 

平成18年６月 常務取締役情報システム部長兼

ロジスティクス部長就任 

平成19年１月 ＳＣＭ本部長兼資材部長兼情報

システム部長（現任） 

(注４) 12 

常務取締役 

広報ＩＲ部長

長兼オフィス

グリコ推進部

長、お客様相

談室・グリコ

ピア神戸担当 

深川 修二 昭和16年７月23日生 

昭和39年３月 明治大学経営学部卒業 

昭和39年４月 当社入社 

平成８年５月 菓子事業本部菓子開発企画部長 

平成12年６月 取締役食品事業本部長就任 

平成18年６月 常務取締役広報部長就任、ＩＲ

担当 

平成19年２月 広報ＩＲ部長兼オフィスグリコ

推進部長（現任）、お客様相談

室・グリコピア神戸担当（現

任） 

(注４) 23 



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
（千株） 

常務取締役 

菓子事業本部

長兼食品事業

本部長兼健康

食品部長、広

告部・マーケ

ティング企画

室担当 

中川 宗和 昭和23年９月８日生 

昭和46年３月 早稲田大学第一法学部卒業 

昭和46年４月 サンスター㈱入社 

平成11年10月 サンスター㈱執行役員 

平成12年４月 当社入社 

平成13年１月 広告部長兼マーケティング企画

室長 

平成13年６月 取締役広告部長兼マーケティン

グ企画室長就任 

平成16年２月 健康食品部長 

平成17年６月 菓子事業本部長、マーケティン

グ企画室担当（現任） 

平成18年４月 食品事業本部長、広告部担当

（現任） 

平成18年６月 常務取締役菓子事業本部長兼食

品事業本部長兼健康食品部長就

任(現任） 

(注４) 7 

取締役   江崎 正道 昭和19年10月29日生 

昭和42年３月 一橋大学商学部卒業 

昭和45年12月 江崎グリコ栄食㈱（現グリコ栄

養食品㈱）取締役社長室長就任 

昭和61年２月 同社代表取締役社長就任（現

任） 

昭和62年６月 当社取締役就任（現任） 

(注４) 7,240 

取締役   玄 洋二郎 昭和10年９月25日生 

昭和34年３月 大阪市立大学商学部卒業 

昭和34年４月 当社入社 

昭和61年６月 グリコ協同乳業㈱（現グリコ乳

業㈱）取締役総合企画開発部長

就任 

平成10年６月 同社代表取締役社長就任（現

任）当社取締役就任（現任） 

(注４) 7 

取締役 

営業統括、広

域マーケティ

ング部長、渉

外部担当、東

京駐在 

門奈 俊夫 昭和23年５月18日生 

昭和46年３月 関西大学法学部卒業 

昭和46年４月 当社入社 

平成12年６月 菓子事業本部広域マーケティン

グ部長兼首都圏統括支店長 

平成13年６月 取締役菓子事業本部広域マーケ

ティング部長兼首都圏統括支店

長就任 

平成14年４月 広域マーケティング部長（現

任）兼菓子事業本部菓子営業部

長 

平成17年６月 東京駐在（現任）、営業統括

（現任）、渉外部担当（現任） 

(注４) 9 

取締役 

生産部門統

括、製造部長

兼技術開発部

長 

金子 春義 昭和25年１月11日生 

昭和47年３月 九州大学農学部卒業 

昭和47年３月 当社入社 

平成12年９月 工務部長 

平成14年４月 製造部長 

平成14年６月 取締役製造部長兼技術開発部長

（現任）、製造子会社担当就任 

(注４) 6 

取締役 
冷菓事業本部

長 
森井 健一 昭和20年９月20日生 

昭和43年３月 大阪府立大学経済学部卒業 

昭和43年４月 当社入社 

平成13年４月 冷菓事業本部冷菓営業部長 

平成16年６月 取締役冷菓事業本部長就任（現

任） 

(注４) 10 



 （注）１．取締役江崎正道は代表取締役社長江崎勝久の弟であります。 

２．監査役 玉井英二、倉持治夫、枡田圭兒は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
（千株） 

取締役 経営企画室長 芝池 正明 昭和25年９月16日生 

昭和48年３月 関西学院大学商学部卒業 

昭和48年３月 当社入社 

平成14年４月 ロジスティクス部長 

平成18年１月 経営企画室長 

平成18年６月 取締役経営企画室長就任（現

任） 

(注４) 2 

取締役 総務人事部長 村上 泰民 昭和29年11月８日生 

昭和52年３月 神戸大学農学部卒業 

昭和52年３月 当社入社 

平成16年７月 技術開発部長 

平成18年１月 総務人事部長 

平成18年６月 取締役総務人事部長就任（現

任） 

(注４) 3 

取締役 

研究部門統

括、研究本部

長兼生物化学

研究所長兼新

素材営業グル

ープ長 

栗木 隆 昭和32年11月13日生 

昭和56年３月 大阪大学工学部卒業 

昭和56年３月 当社入社 

平成12年４月 生物化学研究所長 

平成18年６月 取締役生物化学研究所長就任

（現任）、健康科学研究所担

当、研究部門統括（現任） 

(注４) 2 

監査役 

（常勤） 
  穴穗 忠男 昭和11年 1月24日生 

昭和34年３月 神戸大学経営学部卒業 

昭和34年４月 当社入社 

昭和63年７月 経理部長 

平成４年６月 取締役就任 

平成８年６月 常務取締役就任 

平成19年６月 監査役就任（現任） 

(注５) 11 

監査役   玉井 英二 昭和６年12月30日生 

昭和29年３月 神戸大学経営学部卒業 

平成元年４月 ㈱住友銀行副頭取就任 

平成４年６月 ㈱住友クレジットサービス代表

取締役社長就任 

平成13年８月 ㈱レコフ顧問就任（現任） 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

(注３) － 

監査役   太智 幸夫 昭和14年２月15日生 

昭和36年３月 横浜市立大学商学部卒業 

昭和36年４月 当社入社 

平成６年10月 食品事業本部企画室長 

平成10年６月 取締役物流本部長就任 

平成11年10月 情報システム部長 

平成13年６月 冷菓事業本部長就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

(注３) 10 

監査役   倉持 治夫 昭和24年６月11日生 

昭和48年３月 大阪市立大学商学部卒業 

平成16年４月 大同生命保険株式会社代表取締

役社長就任（現任） 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

(注５) － 

監査役   枡田 圭兒 昭和７年２月26日生 

昭和29年３月 神戸大学経営学部卒業 

昭和36年１月 枡田公認会計士事務所長（現

任） 

昭和45年11月 日新監査法人（現 新日本監査

法人）代表社員 

昭和60年７月 日本公認会計士協会副会長 

平成13年６月 京阪電気鉄道株式会社監査役就

任（現任） 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

(注５) － 

合   計 19名   8,873 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業の社会的責任及び企業価値の増大という観点から、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営上の重要課題

のひとつと位置づけております。国内外の事例や教訓をよく踏まえ、実効性のある体制を確立し、競争力を強化し、社会的責任

の達成と企業価値のさらなる向上を目指しております。今後も情報開示を通じて経営の効率性を高め、コーポレート・ガバナン

スの強化を図ってまいります。 

  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の内容 

 当社は監査役制度採用会社であります。監査役会は社外監査役３名を含む５名の監査役によって運営されております。各

監査役は取締役会をはじめとする社内の会議に積極的に参加し、取締役の業務執行に関する監査を行っております。 

 当社の取締役会は平成19年３月末現在取締役14名で構成されております。取締役会は原則として毎月2回開催し、意思決定

の迅速化を図っております。今後も取締役会における決議事項に関しての取締役の経営責任を明確にすることにより、各取

締役への権限委譲を積極的に行い経営の効率化を推進してまいります。 

 ②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社は平成14年５月『グリコグループ行動規範』を制定し、以下に示す７つの行動規範を当社グループのすべての役員及

び従業員に周知し、常に念頭におき業務遂行に努めております。 

１．お客様の安全・安心を最優先にして、すべての製品とサービスを提供すること。 

２．法令・社会規範を遵守し、公正な競争を行うこと。 

３．企業情報を積極的にかつ公正に開示し、広く社会とのコミュニケーションを図ること。 

４．環境にやさしい企業活動を推進すること。 

５．良き企業市民としての責任を自覚し、社会に貢献すること。 

６．相互に人格・個性を尊重し、安全で働きやすい環境の維持・向上に努めること。 

７．海外での事業活動においては、その国の社会・経済の発展に努めること。 

  

 当社は、社長を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、また、社内のイントラネット上に「企業倫理ホットライン」

を導入し、社内の法令違反、企業倫理違反の未然防止と早期発見に万全の体制を取っております。 

 また、「コンプライアンス委員会」を設置し、全社のすべての部門にコンプライアンス委員を指名し、全社的に業務上の

重大な法令違反の発生を防止する体制を確立しております。さらにコンプライアンス委員会と連携した「個人情報管理体

制」をつくり、コンピュータシステム上の対応も含め、得意先や消費者等のお客様及び当社の従業員の個人情報管理を徹底

しております。 

 さらに、企業を取り巻くリスクに迅速かつ的確に対処するために、常務取締役を委員長とする「危機管理委員会」を設

け、問題発生時には直ちに対応策を協議し、事態の収拾・解決に当たっております。 

  

 ③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

＜内部監査＞ 

 当連結会計年度においては、内部監査専門部署である監査室（１名）及び経理部が各事業所を監査し、監査役及び担当役

員にその結果を報告しております。また、重要な関係会社については、会社法監査を監査法人にお願いしております。 

  

＜監査役監査＞ 

 期初に策定した監査計画に基づき、業務全般にわたる監査を実施しております。また、常勤監査役は取締役会に常時出席

している他、社内の重要会議にも積極的に出席し、法令違反、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に

監査しております。 

  

 



＜会計監査＞ 

 新日本監査法人が実施しております。監査法人による監査結果の報告には、経理担当役員及び監査役が出席し、相互に意

見交換が図られております。当連結会計年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につ

いては下記のとおりです。 

（業務を執行した公認会計士の氏名） 

注．同監査法人は既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措

置をとっております。 

（会計監査業務に係る補助者の構成） 

公認会計士８名、会計士補等３名 

  

（3）役員報酬の内容 

 ①取締役及び監査役に支払った役員報酬 

取締役 14名    153百万円 

監査役 ５名     33百万円（内、社外監査役３名 14百万円） 

 ②取締役賞与金及び監査役賞与金 

取締役 14名     40百万円 

監査役 ５名     4百万円（内、社外監査役３名  1百万円） 

  

（4）監査報酬の内容 

 当社の監査法人である新日本監査法人に対する報酬 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬の金額  26百万円 

（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬であります。） 

上記以外の報酬の金額            21百万円 

  

（5）社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外監査役は３名であり、また、社外取締役はおりません。社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害

関係はありませんが、社外監査役 平野和男氏（平成19年６月28日の定時株主総会で当社監査役を退任）が顧問をしていた大同

生命保険㈱は当社の大株主であります。なお、社外監査役 倉持哲夫氏（平成19年６月28日の定時株主総会で当社監査役に就

任）は、大同生命保険㈱の代表取締役社長であります。また、当社は大同生命保険㈱の団体生命保険に加入しております。 

  

（6）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認

められるのは、当該社外監査役または会計監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限

られます。 

  

（7）取締役の定数 

 当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。 

  

（8）自己の株式の取得の決定機関 

 当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするものであります。 

  

（9）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における

特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数  

業務執行社員 
石橋 正紀 

新日本監査法人 
－ 注 

寺澤  豊 － 注 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務

諸表及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表並びに前連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について

は、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     10,920 15,154 

２．受取手形及び売掛金 ※７   27,586 31,427 

３．有価証券     9,338 7,013 

４．たな卸資産     18,019 16,332 

５．前渡金     193 169 

６．前払費用     162 210 

７．短期貸付金     374 587 

８．繰延税金資産     2,597 2,636 

９．その他     8,327 4,621 

貸倒引当金     △228 △254 

流動資産合計     77,290 36.3 77,899 36.8

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産      

１．建物及び構築物 ※２ 66,123 65,652  

減価償却累計額 ※４ 42,110 24,012 43,143 22,509 

２．機械装置及び運搬具 ※２ 108,876 111,334  

減価償却累計額 ※４ 83,693 25,182 87,001 24,332 

３．工具器具備品   18,827 18,735  

減価償却累計額 ※４ 15,105 3,722 15,203 3,532 

４．土地 ※２   15,053 14,652 

５．建設仮勘定     1,378 1,057 

有形固定資産合計     69,350 32.6 66,084 31.2

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産      

１．ソフトウェア     1,860 1,160 

２．ソフトウェア仮勘定     － 67 

３．その他     275 329 

無形固定資産合計     2,135 1.0 1,557 0.7

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券 ※１   51,550 54,432 

２．長期貸付金     1,094 909 

３．長期前払費用     271 176 

４．繰延税金資産     5,199 4,105 

５．その他 ※１   7,031 7,572 

貸倒引当金     △1,192 △1,066 

投資その他の資産合計     63,953 30.1 66,129 31.3

固定資産合計     135,439 63.7 133,772 63.2

資産合計     212,730 100.0 211,671 100.0

       



  

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金 ※７   28,092 30,708 

２．短期借入金 ※２   11,571 7,358 

３．未払費用     19,281 20,644 

４．未払法人税等     1,778 901 

５．役員賞与引当金     － 93 

６．その他     6,751 5,456 

流動負債合計     67,475 31.7 65,164 30.8

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※２   35 14 

２．退職給付引当金     15,371 14,464 

３．役員退職慰労引当金     1,072 1,032 

４．連結調整勘定     716 － 

５．負ののれん     － 238 

６．その他     3,103 3,152 

固定負債合計     20,298 9.5 18,902 8.9

負債合計     87,774 41.2 84,067 39.7

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     997 0.5 － －

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※５   7,773 3.7 － －

Ⅱ 資本剰余金     7,416 3.5 － －

Ⅲ 利益剰余金     113,727 53.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    5,599 2.6 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     △359 △0.2 － －

Ⅵ 自己株式 ※６   △10,199 △4.8 － －

資本合計     123,958 58.3 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    212,730 100.0 － －

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 7,773 3.7

２．資本剰余金     － － 7,419 3.5

３．利益剰余金     － － 116,463 55.0

４．自己株式     － － △10,371 △4.9

株主資本合計     － － 121,285 57.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 5,937 2.8

２．繰延ヘッジ損益     － － △907 △0.4

３．為替換算調整勘定     － － △145 △0.1

評価・換算差額等合計     － － 4,885 2.3

Ⅲ 少数株主持分     － － 1,433 0.7

純資産合計     － － 127,604 60.3

負債純資産合計     － － 211,671 100.0

       



②【連結損益計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     260,991 100.0 269,776 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1,2   151,767 58.2 156,902 58.2

売上総利益     109,224 41.8 112,873 41.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２    

１．運賃及び倉庫料   24,250 24,398  

２．販売促進費   28,056 30,408  

３．広告宣伝費   12,508 12,959  

４．貸倒引当金繰入額   114 116  

５．給料手当   12,856 13,106  

６．賞与   4,188 4,291  

７．役員賞与引当金繰入額   － 93  

８．退職給付引当金繰入額   1,427 1,018  

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

  106 101  

10．福利厚生費   4,018 4,011  

11．減価償却費   1,640 1,589  

12．その他   13,069 102,236 39.1 13,073 105,169 38.9

営業利益     6,987 2.7 7,704 2.9

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   825 748  

２．受取配当金   200 474  

３．有価証券売却益   3 8  

４．金利スワップ評価益   － 233  

５．連結調整勘定償却額   503 －  

６．負ののれん償却額   － 477  

７．その他   1,027 2,559 1.0 879 2,822 1.0

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   82 120  

２．有価証券売却損   1 －  

３．繰延ヘッジ損益取崩額   － 109  

４．固定資産除却損   568 486  

５．固定資産廃棄費用   201 116  

６．その他   613 1,467 0.6 512 1,345 0.5

経常利益     8,080 3.1 9,181 3.4

       



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※３ － 50  

２．投資有価証券売却益   434 －  

３．貸倒引当金戻入益   151 586 0.2 － 50 0.0

Ⅶ 特別損失      

１．減損損失 ※４ 39 887  

２．投資有価証券評価損   － 305  

３．関係会社出資金評価損   46 －  

４．その他   2 88 0.0 51 1,244 0.4

税金等調整前当期純利
益 

    8,577 3.3 7,987 3.0

法人税、住民税及び事
業税 

  2,937 2,185  

法人税等調整額   510 3,448 1.3 1,401 3,587 1.3

少数株主利益     218 0.1 277 0.2

当期純利益     4,911 1.9 4,122 1.5

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,415

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．自己株式処分差益   0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高   7,416

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   110,205

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   4,911 4,911

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   1,293

２．役員賞与   95

（うち監査役賞与）   （7） 1,389

Ⅳ 利益剰余金期末残高   113,727

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）主として、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,773 7,416 113,727 △10,199 118,718

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △646   △646

剰余金の配当   △646   △646

役員賞与の支給（注）   △94   △94

当期純利益   4,122   4,122

自己株式の取得   △176 △176

自己株式の処分   2 4 7

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 － 2 2,735 △171 2,566

平成19年３月31日 残高 7,773 7,419 116,463 △10,371 121,285

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5,599 － △359 5,239 997 124,955

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）     △646

剰余金の配当     △646

役員賞与の支給（注）     △94

当期純利益     4,122

自己株式の取得     △176

自己株式の処分     7

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

338 △907 214 △354 436 82

連結会計年度中の変動額合計 338 △907 214 △354 436 2,649

平成19年３月31日 残高 5,937 △907 △145 4,885 1,433 127,604



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   8,577 7,987 

減価償却費   10,068 9,739 

減損損失   39 887 

連結調整勘定償却額   △503 － 

負ののれん償却額   － △477 

退職給付引当金の増減額   △529 △838 

役員退職慰労引当金の増減額   80 △20 

役員賞与引当金の増減額   － 93 

貸倒引当金の増減額   △23 △101 

受取利息及び受取配当金   △1,025 △1,223 

支払利息   82 120 

為替差損益   △113 △7 

固定資産除却損   568 500 

売上債権の増減額   △115 △3,737 

たな卸資産の増減額   △2,616 1,507 

仕入債務の増減額   1,394 2,427 

役員賞与の支払額   △95 △94 

その他   △2,704 1,686 

小計   13,083 18,451 

法人税等の支払額   △2,171 △2,982 

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,911 15,469 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   △520 △398 

定期預金の払戻による収入   509 496 

有価証券の取得による支出   △200 － 

有価証券の売却等による収入   1,501 1,648 

投資有価証券の取得による支出   △14,814 △3,843 

投資有価証券の売却等による収入   2,698 202 

有形固定資産の取得による支出   △6,837 △7,693 

有形固定資産の売却による収入   94 313 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

無形固定資産の取得による支出   △154 △206 

連結の範囲の変更を伴う子会社株
式の売却による収入 

  － 371 

貸付けによる支出   △182 △520 

貸付金の回収による収入   413 491 

利息及び配当金の受取額   1,042 1,220 

その他   △47 △14 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △16,495 △7,930 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額   8,271 △4,232 

長期借入金の返済による支出   △220 △36 

利息及び配当金の支払額   △1,373 △1,412 

少数株主への配当金の支払額   △19 △19 

自己株式の取得による支出   △151 △176 

その他   3 7 

財務活動によるキャッシュ・フロー   6,509 △5,870 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   176 102 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   1,102 1,771 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   19,684 20,786 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   20,786 22,557 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 30社 (1）連結子会社の数 29社 

 連結子会社は、『第１ 企業の概況 ４．関係会

社の状況』に記載しているため省略しました。 

 連結子会社は、『第１ 企業の概況 ４．関係会

社の状況』に記載しているため省略しました。 

 なお、グリコ那須高原牧場㈱については、保有株

式を売却したことにより連結子会社から除外してお

ります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社はありません。  同左 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社（江栄商事㈱）は、小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

 非連結子会社（江栄商事㈱他２社）は、小規模会

社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない非連結子会社（江栄商事

㈱）及び関連会社（㈱関東フローズン他３社）は、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としての重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

 持分法を適用していない非連結子会社（江栄商事㈱

他２社）及び関連会社（㈱関東フローズン他２社）

は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としての重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

 なお、当連結会計年度において、合併契約期間満了

のため青島固力果食品有限公司を関連会社から除外

し、株式の新規取得のため㈱ルコントを関連会社に含

めております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 決算日が連結決算日と異なる連結子会社は下表の通

りです。 

 当連結財務諸表の作成に当って、下記の３社につい

ては、連結決算日との間に生じた重要な取引を調整し

た上でその決算日の財務諸表を使用しております。 

 同左 

  

会社名 決算日 

上海江崎格力高食品有限公司 12月31日 

Thai Glico Co.,Ltd. 12月31日 

Ezaki Glico USA Corp. 12月31日 



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 

満期保有目的の債券…償却原価法 満期保有目的の債券…償却原価法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定） 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により算

定） 

時価のないもの 時価のないもの 

…主として移動平均法による原価法 …主として移動平均法による原価法 

②デリバティブ…時価法 ②デリバティブ…同左 

③たな卸資産…主として総平均法による低価法 ③たな卸資産…同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産…主として定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、定額法を

採用しております。 

①有形固定資産…同左 

②無形固定資産…定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年間）による定額法

を採用しております。 

②無形固定資産…同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

①貸倒引当金…同左 

②       ────── ②役員賞与引当金…当社及び国内連結子会社は役員

賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。 

 （会計方針の変更） 

  当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより、従来の場合に比べ、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ

93百万円減少しております。 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③退職給付引当金…同左 

④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

④役員退職慰労引当金…同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、通

貨スワップについては振当処理の要件を満たして

いる場合には、振当処理を採用しております。 

 また、金利スワップについては金融商品に係る

会計基準の特例処理の要件を満たしている場合に

は、特例処理を採用しております。 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

通貨スワップ…外貨建買掛金 同左 

金利スワップ…金利変動リスクのある金融資産及

び借入金 

  



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は社内規定に従い、保有する

資産及び借入金に係わる為替変動または金利変動

リスクを効果的にヘッジする目的で利用しており

ます。 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 ①同左 

 消費税等の会計処理は、税抜き方式によってお

ります。 

  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については全面時

価評価法を採用しております。 

 同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．        ────── 

 主に５年間の均等償却を行っております。   

７．        ────── ７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

   主に５年間の均等償却を行っております。 

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ８．        ────── 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

  

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は127,077

百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

  

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

しておりましたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

①前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産廃棄費用」は、当連結会

計年度において営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「固定資産廃棄費用」

は、115百万円であります。 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記しておりましたものは、当連結会計年度から

「負ののれん償却額」と表示しております。 

②前連結会計年度に特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「貸倒引当金戻入益」は、当連結会計年

度において特別利益の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入益」

は、102百万円であります。 

  

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記しておりましたものは、当連結会計年度から

「負ののれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 

NO. 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
NO.

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通

りであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通

りであります。 

  
  
投資有価証券（株式） 164百万円

その他（出資金） － 

計 164 

  投資有価証券（株式） 158百万円

その他（出資金） 350 

計 508 

※２ （担保提供資産） ※２ （担保提供資産） 

  
  
建物及び構築物 386百万円

土地 500 

機械装置及び運搬具 229 

計 1,116 

  

  

建物及び構築物 28百万円

土地 72 

計 100 

  （上記に対応する債務）   （上記に対応する債務） 

  
  
短期借入金 825百万円

長期借入金 28 

計 853 

  

  

長期借入金 7百万円

計 7 

 ３ （債務保証）  ３ （債務保証） 

  
  

＜保証先＞ ＜金額＞  ＜内容＞ 

従業員 17百万円  住宅資金借入債務 

  ＜保証先＞ ＜金額＞  ＜内容＞ 

従業員  14百万円  住宅資金借入債務 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

※５ 提出会社の発行済株式総数は、普通株式

144,860,138株であります。 

※５ ────── 

※６ 提出会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

15,581,549株であります。 

※６ ────── 

※７ ────── ※７ 連結会計年度末日満期手形等  

       連結会計年度末日満期手形等の会計処理につい

ては、当連結会計年度の末日が金融機関の休日で

あったため、同日が満期日または決済日の次の手

形等は実際の手形交換日もしくは決済日をもって

決済処理をしております。 

受取手形及び売掛金     2,935百万円 

支払手形及び買掛金     2,803百万円 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加 142,906株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少 6,311株は、単元未満株式の買増請求

による減少であります。 

  

 

NO. 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

NO.
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 低価法による原材料評価損81百万円が含まれてお

ります。 

※１ 低価法による原材料評価損42百万円が含まれてお

ります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費4,697百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費4,677百万円 

※３ ────── 

  

※３ 固定資産売却益の内容は、土地の売却益でありま

す。 

※４ ────── 

  

※４ 減損損失 

投資の意思決定単位である事業部門及び遊休資産

にグルーピングし、以下の資産グループについて

減損損失（887百万円）を計上しました。 

収益性の低下した状態が継続している事業資産及

び今後の使用見込みのない遊休資産を回収可能価

額まで減額しております。その内訳は、建物336

百万円、機械装置209百万円、その他341百万円で

あります。 

なお、これらの回収可能価額は正味売却可能価額

により算定しており、土地については、固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出しており、

それ以外の資産については、零円としておりま

す。 

場所 用途 種類 

兵庫県丹波市

他 

牛乳・乳製品

等の製造設備

等 

建物、機械装

置、土地等 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 144,860,138 － － 144,860,138 

合計 144,860,138 － － 144,860,138 

自己株式 

普通株式 15,581,549 142,906 6,311 15,718,144 

合計 15,581,549 142,906 6,311 15,718,144 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 646 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月31日 
取締役会 

普通株式 646 5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,291 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

  百万円

現金及び預金勘定 10,920 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △509 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券） 

7,704 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（その他の流動資
産） 

2,671 

計 20,786 

  百万円

現金及び預金勘定 15,154 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △914 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券） 

6,517 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（その他の流動資
産） 

1,800 

計 22,557 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有者が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有者が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

1,414 756 658

工具器具備品 1,797 981 815

合計 3,211 1,738 1,473

 

取得価額相

当額 
（百万円）

減価償却累

計額相当額

（百万円）

減損損失累

計額相当額

（百万円） 

期末残高相

当額 
（百万円） 

建物及び構

築物 
330 60 － 269 

機械装置及

び運搬具 
1,585 973 12 599 

工具器具備

品 
1,166 698 35 432 

合計 3,082 1,732 48 1,301 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

 同左 

  ②未経過リース料期末残高相当額等 

② 未経過リース料期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 595百万円

１年超 878 

合計 1,473 

１年内 506百万円

１年超 794 

合計 1,301 

  
リース資産減損勘定の残高 48百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

 同左 

  ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額 
  

  

③ 支払リース料 625百万円

減価償却費相当額 625 

  支払リース料 725百万円

減価償却費相当額 725 

減損損失 - 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっております。 

 同左 

 オペレーティング・リース取引（借主側）  オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 79百万円

１年超 186 

合計 266 

１年内 74百万円

１年超 99 

合計 173 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日）（単位：百万円） 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日）（単位：百万円） 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（平成18年３月31日） 

  

 

      連結貸借対照表計上額   時価   差額 

  （時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）       

  社債   1,000   1,000   0 

  小計   1,000   1,000   0 

  （時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）       

  社債   －   －   － 

  小計   －   －   － 

  合計   1,000   1,000   0 

      取得原価   連結貸借対照表計上額   差額 

  （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

  (1）株式   15,900   29,435   13,534 

  (2）社債   442   443   1 

  (3）その他   725   792   67 

  小計   17,068   30,671   13,602 

  （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

  (1）株式   1,009   936   △72 

  (2）社債   22,596   18,521   △4,075 

  (3）その他   843   822   △21 

  小計   24,450   20,280   △4,169 

  合計   41,518   50,951   9,433 

  売却額   売却益の合計額   売却損の合計額   

  946   437   1 百万円

  (1）満期保有目的の債券 －百万円 

  (2）その他の有価証券  

  フリーフィナンシャルファンド 7,704 

  譲渡性預金 500 

  非上場株式 368 

  転換社債 200 

      １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超   

  社債   1,640   1,800   3,500   17,300 百万円

  その他   －   500   917   697   

  合計   1,640   2,300   4,417   17,997   



Ⅱ 当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日）（単位：百万円） 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）（単位：百万円） 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（平成19年３月31日） 

  

  

  次へ 

      連結貸借対照表計上額   時価   差額 

  （時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）       

  社債   －   －   － 

  小計   －   －   － 

  （時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）       

  社債   －   －   － 

  小計   －   －   － 

  合計   －   －   － 

      取得原価   連結貸借対照表計上額   差額 

  （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

  (1）株式   18,433   31,586   13,153 

  (2）社債   500   502   2 

  (3）その他   716   830   113 

  小計   19,650   32,919   13,269 

  （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

  (1）株式   1,699   1,547   △151 

  (2）社債   21,894   18,847   △3,047 

  (3）その他   1,023   955   △67 

  小計   24,617   21,350   △3,266 

  合計   44,267   54,270   10,003 

  売却額   売却益の合計額   売却損の合計額   

  15   8   － 百万円

  (1）満期保有目的の債券 1百万円 

  (2）その他の有価証券  

  フリーフィナンシャルファンド 6,517 

  非上場株式 299 

  転換社債 200 

      １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超   

  社債   500   1,501   3,500   17,100 百万円

  その他   －   －   1,180   605   

  合計   500   1,501   4,680   17,705   



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  
 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループでは、保有する運用金融資産に係る将来の取引市場での金利変動リスクおよび為替変動リスクを軽

減する目的でデリバティブ取引を利用しております。従って、金額の上限を運用資産残高の範囲内とし、且つ、リ

スク範囲の限定された取引に制約しております。 

 尚、当社グループでは、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的の為に単独でデリバティブ取引を利用する

事は行わない方針であります。 

 取引の内容は、金利スワップ取引と通貨スワップ取引であります。 

 金利スワップ取引は特定の取引相手方との間で元本の交換は行わずに、固定金利と変動金利とを交換する取引で

あります。当社グループは保有する一部の債券に対して当社グループの固定金利支払・変動金利受取及び当社グル

ープの変動金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引を行い金利上昇時の金利リスクを回避しております。一

方、当社グループの保有する一部の債券に対して当社グループの固定金利支払・固定金利受取及び当社グループの

変動金利支払・固定金利受取の金利スワップ取引を行い当該債券の運用効率を高めております。また、当社グルー

プの短期運用資産の収益管理等を目的に当社グループの変動金利支払・固定金利受取及び固定金利支払・変動金利

受取の金利スワップ取引を行っております。 

 通貨スワップ取引は特定の期間において異なる通貨の元本と金利を交換する取引であります。外貨建運用資産の

外貨建キャッシュフローを円貨建キャッシュフローに変換するために利用しており、外貨建運用資産の償還および

金利受取時における為替変動リスクを回避しております。 

 デリバティブ取引に付随するリスクとしましては、市場リスクと信用リスクがあります。 

 市場リスクとは、取引対象物の市場価格の変動に係るリスクであります。当社グループの金利スワップ取引は金

利変動リスクにさらされておりますが、取引限度額を運用資産残高の範囲内に限定しておりますので、金利スワッ

プ取引による金利変動リスクは基本的に運用資産に係る金利リスクと相殺されることになります。また、当社グル

ープの通貨スワップ取引は為替変動リスクにさらされておりますが、当該通貨スワップ取引は為替相場の変動によ

って外貨建運用資産が円貨で減損するリスクを回避する目的で行っており、為替リスクによる新たな損失の発生は

ありません。 

 信用リスクとは、取引の相手方が債務不履行に陥ることにより、当社グループが予め期待していた効果を享受で

きなくなるリスクであります。当社グループのデリバティブ取引の相手方は高格付けの金融機関に限定しておりま

すので、相手方の債務不履行による損失の発生は予想しておりません。 

 なお、金利スワップ取引における想定元本は取引相手方との実際の交換金額を表す数字ではないため、市場リス

ク・信用リスクを測る指標ではありません。 

 当社グループでは、デリバティブ取引は取締役会の承認を受けた社内規定に則って執行されております。当該規

定ではデリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用目的、利用範囲、取引相手方の選定基準、及び

報告体制に関する規定が明記されており、当該規定に記載の無い目的でデリバティブ取引を行っておりません。

又、相互牽制機能が働くような報告体制をとっております。 



  

２．取引の時価等に関する事項 

  金利関連 

  

  
  

  次へ 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループでは、保有する運用金融資産に係る将来の取引市場での金利変動リスクおよび為替変動リスクを軽

減する目的でデリバティブ取引を利用しております。従って、金額の上限を運用資産残高の範囲内とし、且つ、リ

スク範囲の限定された取引に制約しております。 

 尚、当社グループでは、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的の為に単独でデリバティブ取引を利用する

事は行わない方針であります。 

 取引の内容は、金利スワップ取引と通貨スワップ取引であります。 

 金利スワップ取引は特定の取引相手方との間で元本の交換は行わずに、固定金利と変動金利とを交換する取引で

あります。当社グループは保有する一部の債券に対して当社グループの固定金利支払・変動金利受取及び当社グル

ープの変動金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引を行い金利上昇時の金利リスクを回避しております。一

方、当社グループの保有する一部の債券に対して当社グループの固定金利支払・固定金利受取及び当社グループの

変動金利支払・固定金利受取の金利スワップ取引を行い当該債券の運用効率を高めております。また、当社グルー

プの短期運用資産の収益管理等を目的に当社グループの変動金利支払・固定金利受取及び固定金利支払・変動金利

受取の金利スワップ取引を行っております。 

 通貨スワップ取引は特定の期間において異なる通貨の元本と金利を交換する取引であります。外貨建運用資産の

外貨建キャッシュフローを円貨建キャッシュフローに変換するために利用しており、外貨建運用資産の償還および

金利受取時における為替変動リスクを回避しております。 

 デリバティブ取引に付随するリスクとしましては、市場リスクと信用リスクがあります。 

 市場リスクとは、取引対象物の市場価格の変動に係るリスクであります。当社グループの金利スワップ取引は金

利変動リスクにさらされておりますが、取引限度額を運用資産残高の範囲内に限定しておりますので、金利スワッ

プ取引による金利変動リスクは基本的に運用資産に係る金利リスクと相殺されることになります。また、当社グル

ープの通貨スワップ取引は為替変動リスクにさらされておりますが、当該通貨スワップ取引は為替相場の変動によ

って外貨建運用資産が円貨で減損するリスクを回避する目的で行っており、為替リスクによる新たな損失の発生は

ありません。 

 信用リスクとは、取引の相手方が債務不履行に陥ることにより、当社グループが予め期待していた効果を享受で

きなくなるリスクであります。当社グループのデリバティブ取引の相手方は高格付けの金融機関に限定しておりま

すので、相手方の債務不履行による損失の発生は予想しておりません。 

 なお、金利スワップ取引における想定元本は取引相手方との実際の交換金額を表す数字ではないため、市場リス

ク・信用リスクを測る指標ではありません。 

 当社グループでは、デリバティブ取引は取締役会の承認を受けた社内規定に則って執行されております。当該規

定ではデリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用目的、利用範囲、取引相手方の選定基準、及び

報告体制に関する規定が明記されており、当該規定に記載の無い目的でデリバティブ取引を行っておりません。

又、相互牽制機能が働くような報告体制をとっております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

契約額等

（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 
（百万円） 

評価損益

（百万円）

市場取引
以外の取
引 

金利スワップ取引 

 変動支払・固定受取 
－ － － － 13,000 13,000 233 233

合計 － － － － 13,000 13,000 233 233

前連結会計年度 当連結会計年度 

 （注）１．時価の算定方法 

      取引先金融機関等から提示された価格等に 

      基づき算定しております。 

 （注）１．時価の算定方法 

      同左 

       

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ 

      取引は除いております。 

    ２．同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社のうちのグリコ乳業㈱及びグリコ栄養食品㈱は、確定給付型の制度として、退職一時金制度に

加え、企業年金基金制度または適格退職年金制度を設けております。その他の国内連結子会社は主に退職一時金制度のみ

を設けております。 

 なお、当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年９月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平

成17年３月９日に国に返還額（最低責任準備金）の納付を行いました。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

  イ．退職給付債務 △27,061百万円 △26,918百万円 

  ロ．年金資産 12,240 13,397 

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △14,821 △13,521 

  ニ．未認識数理計算上の差異 1,137 250 

  ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △1,687 △1,193 

  ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △15,371 △14,464 

  ト．退職給付引当金 △15,371 △14,464 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

  イ．勤務費用（注） 1,172百万円 1,161百万円 

  ロ．利息費用 582 613 

  ハ．期待運用収益 △313 △406 

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額 1,052 636 

  ホ．過去勤務債務の費用処理額（注） △491 △493 

  ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 2,003 1,510 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額 期間定額 

  ロ．割引率 2.5％ 2.5％ 

  ハ．期待運用収益率 3.0～3.5％ 3.0～3.5％ 

  ニ．過去勤務債務の額の処理年数 ５年 ５年 

  ホ．数理計算上の差異の処理年数 ５年（定額法により、

翌連結会計年度から費

用処理することとして

おります。） 

５年（定額法により、

翌連結会計年度から費

用処理することとして

おります。） 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

  

      （単位：百万円）

      
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

  (1）流動資産の部         

  繰延税金資産 未払費用   1,197   773 

    未払賞与   1,065   1,048 

    繰延ヘッジ損益   －   621 

    その他   385   222 

    繰延税金資産計   2,649   2,665 

    評価性引当額   △51   △28 

    繰延税金資産の純額   2,597   2,636 

  (2）固定資産・負債の部       

  繰延税金資産 退職給付引当金   6,408   6,033 

    減損損失   1,976   2,310 

    繰越欠損金   392   638 

    繰延資産償却費   73   35 

    減価償却費   501   459 

    その他   1,185   904 

    繰延税金資産計   10,539   10,382 

    評価性引当額   △1,263   △2,018 

    繰延税金負債との相殺   △4,075   △4,258 

    繰延税金資産の純額   5,199   4,105 

  繰延税金負債 その他有価証券評価差額金  △3,836   △4,067 

    特別償却準備金   △85   △40 

    固定資産圧縮積立金   △153   △150 

    繰延税金負債計   △4,075   △4,258 

    繰延税金資産との相殺   4,075   4,258 

    繰延税金負債の純額   －   － 

    （単位：％）

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

  国内の法定実効税率   40.6   40.6 

  （調整）       

  一時差異ではない項目（交際費等）   1.7   2.2 

  住民税均等割   1.6   1.7 

  評価性引当額の計上及び取崩額   2.5   9.1 

  連結調整勘定償却額   △2.4   － 

  負ののれん償却額   －   △2.4 

  その他   △3.8   △6.3 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   40.2％   44.9％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 

 連結グループは食料品の製造、販売のみの事業であるため、事業の種類別セグメント情報はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも90％を超えている

ため、所在地セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 958.12円

１株当たり当期純利益 37.24円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円

１株当たり純資産額 976.99円

１株当たり当期純利益 31.91円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 4,911 4,122 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 94 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （94） （－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,817 4,122 

期中平均株式数（千株） 129,345 129,213 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） － － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） （－） （－） 

普通株式増加数（千株） － － 

（うち転換社債） （－） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

－ 

  

  

－ 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定

額は以下の通りであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 11,555 7,357 1.061 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 15 0 4.950 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 35 14 3.660 平成20年～31年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 11,606 7,372 － － 

    
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

  長期借入金 7 0 0 0 

  その他の有利子負債 － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     8,273 12,152 

２．受取手形 ※７   965 997 

３．売掛金 ※７   13,852 15,420 

４．有価証券     9,338 7,013 

５．製品     5,823 4,792 

６．原材料     2,159 2,096 

７．仕掛品     189 222 

８．貯蔵品     185 332 

９．前渡金     3 3 

10．前払費用     79 95 

11．繰延税金資産     1,755 1,881 

12．短期貸付金     246 228 

13．関係会社短期貸付金     1,207 1,518 

14．信託受益権     3,170 1,800 

15．未収入金     1,783 1,994 

16．繰延ヘッジ損失     2,633 － 

17．その他     15 17 

貸倒引当金     △190 △195 

流動資産合計     51,493 31.4 50,374 30.9

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産      

１．建物   14,880 14,582  

減価償却累計額 ※６ 9,205 5,674 9,208 5,373 

２．構築物   965 958  

減価償却累計額 ※６ 765 200 769 188 

３．機械及び装置   61,207 61,537  

減価償却累計額 ※６ 48,622 12,584 49,633 11,903 

４．車両運搬具   486 511  

減価償却累計額 ※６ 372 113 411 99 

       



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

５．工具器具備品   14,815 14,507  

減価償却累計額 ※６ 11,922 2,893 11,773 2,734 

６．土地     10,348 10,298 

７．建設仮勘定     371 450 

有形固定資産合計     32,187 19.6 31,049 19.1

(2）無形固定資産      

１．特許権     15 18 

２．借地権     28 28 

３．商標権     18 87 

４．ソフトウェア     1,190 744 

５．ソフトウェア仮勘定     － 67 

６．その他     49 48 

無形固定資産合計     1,302 0.8 995 0.6

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券     50,834 53,767 

２．関係会社株式     11,232 10,881 

３．出資金     10 10 

４．関係会社出資金     757 1,107 

５．長期貸付金     10 10 

６．従業員長期貸付金     1,027 826 

７．関係会社長期貸付金     8,687 8,766 

８．破産債権・更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    917 748 

９．長期前払費用     77 39 

10．繰延税金資産     2,131 1,084 

11．長期性預金     3,600 4,100 

12．その他     1,138 1,071 

貸倒引当金     △1,186 △1,969 

投資その他の資産合計     79,239 48.2 80,445 49.4

固定資産合計     112,729 68.6 112,490 69.1

資産合計     164,222 100.0 162,864 100.0

       



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形     140 261 

２．買掛金 ※３   14,551 14,730 

３．短期借入金     10,000 6,000 

４．未払金     1,464 1,638 

５．未払費用     11,737 11,430 

６．未払法人税等     214 － 

７．預り金 ※３   18,999 23,744 

８．役員賞与引当金     － 45 

９．金利スワップ     2,633 1,404 

流動負債合計     59,740 36.4 59,254 36.4

Ⅱ 固定負債      

１．退職給付引当金     7,964 7,242 

２．役員退職慰労引当金     575 535 

３．預り保証金     1,289 1,294 

固定負債合計     9,829 6.0 9,072 5.6

負債合計     69,570 42.4 68,327 42.0

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   7,773 4.7 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   7,413 －  

２．その他資本剰余金      

(1）自己株式処分差益   2 －  

資本剰余金合計     7,416 4.5 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   1,943 －  

２．任意積立金      

(1）特別償却準備金   87 －  

(2）固定資産圧縮積立金   96 －  

(3）別途積立金   78,893 －  

３．当期未処分利益   3,193 －  

利益剰余金合計     84,214 51.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    5,446 3.3 － －

Ⅴ 自己株式 ※２   △10,199 △6.2 － －

資本合計     94,652 57.6 － －

負債資本合計     164,222 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 7,773 4.8

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 7,413  

(2）その他資本剰余金   － 5  

資本剰余金合計     － － 7,419 4.6

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 1,943  

(2）その他利益剰余金      

特別償却準備金   － 38  

固定資産圧縮積立金   － 96  

別途積立金     79,893  

繰越利益剰余金   － 2,830  

利益剰余金合計     － － 84,802 52.0

４．自己株式     － － △10,371 △6.4

株主資本合計     － － 89,624 55.0

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 5,820 3.6

２．繰延ヘッジ損益     － － △907 △0.6

評価・換算差額等合計     － － 4,913 3.0

純資産合計     － － 94,537 58.0

負債純資産合計     － － 162,864 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     127,494 100.0 134,053 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１    

１．期首製品棚卸高   4,897 5,823  

２．当期製品製造原価   53,505 55,145  

３．他社製品仕入高   14,393 15,244  

合計   72,796 76,213  

４．期末製品棚卸高   5,823 4,792  

５．原材料評価損   81 30  

６．他勘定振替高 ※２ 907 66,146 51.9 1,201 70,249 52.4

売上総利益     61,347 48.1 63,804 47.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    

１．運賃及び倉庫料   7,840 7,865  

２．販売促進費   22,537 24,226  

３．広告宣伝費   8,847 9,008  

４．給与賃金   7,150 7,367  

５．賞与手当   2,718 2,808  

６．役員賞与引当金繰入額   － 45  

７．退職給付引当金繰入額   866 558  

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

  63 54  

９．福利厚生費   2,359 2,364  

10．減価償却費   998 925  

11．その他の経費   6,342 59,725 46.8 6,251 61,474 45.9

営業利益     1,622 1.3 2,330 1.7

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息 ※３ 199 239  

２．有価証券利息   689 577  

３．受取配当金 ※３ 1,444 1,757  

４．金利スワップ評価益   － 233  

５．ロイヤリティ ※３ 390 445  

６．その他 ※３ 548 3,271 2.6 494 3,746 2.8

       



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   92 182  

２．繰延ヘッジ損益取崩額   － 109  

３．固定資産除却損   371 360  

４．固定資産廃棄費用   165 110  

５．貸倒引当金繰入額   72 －  

６．その他   256 958 0.8 233 997 0.7

経常利益     3,935 3.1 5,079 3.8

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   434 －  

２．貸倒引当金戻入益   151 －  

３．固定資産売却益 ※４ － 586 0.5 21 21 0.0

Ⅶ 特別損失      

１．貸倒引当金繰入額 ※５ － 989  

２．関係会社株式評価損   689 366  

３．投資有価証券評価損   2 284  

４．関係会社出資金評価損   46 －  

５．減損損失   21 －  

６．その他   0 759 0.6 － 1,640 1.2

税引前当期純利益     3,761 3.0 3,460 2.6

法人税、住民税及び事
業税 

  591 249  

法人税等調整額   623 1,215 1.0 1,286 1,536 1.2

当期純利益     2,545 2.0 1,924 1.4

前期繰越利益     1,294 － 

中間配当額     646 － 

当期未処分利益     3,193 － 

       



製造原価明細書 

 （注）※１．経費の内訳は次の通りであります。 

※２．委託加工費の内訳は、関係会社に対する製品等の委託加工費であります。 

３．原価計算の方法は、組別総合原価計算によっております。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   35,633 66.6 36,754 66.6

Ⅱ 労務費   － － － －

Ⅲ 経費 ※１ 3,062 5.7 3,216 5.8

Ⅳ 委託加工費 ※２ 14,813 27.7 15,207 27.6

当期総製造費用   53,509 100.0 55,179 100.0

期首仕掛品棚卸高   185 189 

合計   53,694 55,368 

期末仕掛品棚卸高   189 222 

当期製品製造原価   53,505 55,145 

     

    （前事業年度） （当事業年度） 

  減価償却費 2,508百万円 2,628百万円 

  修繕費 92百万円 116百万円 

  その他経費 461百万円 472百万円 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

   
前事業年度

株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   3,193

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．特別償却準備金取崩額   32

２．固定資産圧縮積立金取
崩額 

  － 32

合計   3,226

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金   646

２．役員賞与金  

(1）取締役賞与金   41

(2）監査役賞与金   4

３．任意積立金  

(1）特別償却準備金   0

(2）別途積立金   1,000 1,691

Ⅳ 次期繰越利益   1,534

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,773 7,413 2 7,416 1,943 87 96 78,893 3,193

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の積立（注）   0   △0

特別償却準備金の取崩（注）   △32   32

特別償却準備金の取崩   △16   16

別途積立金の積立（注）   1,000 △1,000

剰余金の配当（注）     △646

剰余金の配当     △646

役員賞与の支給（注）     △45

当期純利益     1,924

自己株式の取得    

自己株式の処分   2 2  

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 － － 2 2 － △49 － 1,000 △363

平成19年３月31日 残高 7,773 7,413 5 7,419 1,943 38 96 79,893 2,830

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
利益剰余金
合計 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

84,214 △10,199 89,205 5,446 － 5,446 94,652

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の積立（注）     －   －

特別償却準備金の取崩（注）     －   －

特別償却準備金の取崩     －   －

別途積立金の積立（注）     －   －

剰余金の配当（注） △646   △646   △646

剰余金の配当 △646   △646   △646

役員賞与の支給（注） △45   △45   △45

当期純利益 1,924   1,924   1,924

自己株式の取得   △176 △176   △176

自己株式の処分   4 7   7

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

    373 △907 △533 △533

事業年度中の変動額合計 587 △171 418 373 △907 △533 △115

平成19年３月31日 残高 84,802 △10,371 89,624 5,820 △907 4,913 94,537



重要な会計方針 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券…償却原価法 ①満期保有目的の債券…同左 

②子会社株式及び関連会社株式 ②子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 …同左 

③その他の有価証券 ③その他の有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定） 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 …同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 ２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ…時価法   同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品、原材料及び仕掛品 同左 

…総平均法による低価法   

(2）貯蔵品   

…最終仕入原価法による原価法   

４．固定資産の減価償却方法 ４．固定資産の減価償却方法 

①有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、定額法を採

用しております。 

①有形固定資産…同左 

②無形固定資産…定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年間）による定額法を採

用しております。 

②無形固定資産…同左 

５．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 ５．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

  同左 

６．重要な引当金の計上基準 ６．重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

①貸倒引当金…同左 

②        ────── ②役員賞与引当金…役員賞与の支出に備えて、当事業

年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

    



  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」   

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより、従来に比べ、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ45百万円減少しておりま

す。 

③退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。 

③退職給付引当金…同左 

④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程（内規）に基づく当

期末要支給見積額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金…同左 

７．リース取引の処理方法 ７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 同左 

８．重要なヘッジ会計の方法 ８．重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、通貨

スワップについては振当処理の要件を満たしている

場合には、振当処理を採用しております。 

 また、金利スワップについては金融商品に係る会

計基準の特例処理の要件を満たしている場合には、

特例処理を採用しております。 

 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ…金利変動リスクのある金融資産  同左 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 当社のデリバティブ取引は社内規定に従い、保有

する資産に係る為替変動又は金利変動リスクを効果

的にヘッジする目的で利用しております。 

 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

 同左 

９．その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項 ９．その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法…税抜き方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理方法…同左 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は95,444百万円

であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書） ────── 

①前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「ロイヤリティ」は、当期において営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前期における「ロイヤリティ」は267百万円

であります。 

  

②前期に特別利益の「その他」に含めて表示しておりま

した「貸倒引当金戻入益は」、当期において特別利益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「貸倒引当金戻入益」は、102

百万円であります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

NO. 
前事業年度

（平成18年３月31日） 
NO.

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

  

  
※１ 

  
授権株式数     普通株式 470,000,000株

発行済株式数    普通株式 144,860,138株
  
※１

────── 

※２ 自己株式 ※２ ────── 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

15,581,549株であります。 

  

※３ 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りであります。 

※３ 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りであります。 

  
  
買掛金 1,453百万円

預り金 18,906 

  買掛金 1,467百万円

預り金 23,587 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

  従業員の住宅資金借入債務に対し債務保証を行っ

ています。 

  従業員の住宅資金借入債務に対し債務保証を行っ

ています。 

  
  

保証先 
金額 

（百万円） 

従業員 17 

計 17 

  
保証先

金額 
（百万円） 

従業員 14 

計 14 

 ５ 配当制限  ５ ────── 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は5,446

百万円であります。 

    

※６ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて 

おります。 

※６ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて 

おります。 

※７ ────── ※７ 期末日満期手形等 

      当期末日満期手形等の会計処理については、当事

業年度の末日が金融機関の休日であったため、同

日が満期日または決済日の次の手形等は実際の手

形交換日もしくは決済日をもって決済処理をして

おります。 

      受取手形  58百万円 売掛金 1,367百万円 

      支払手形  － 買掛金   － 



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加142,906株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少6,311株は、単元未満株式の買増請求に

よる減少であります。 

  

  

  次へ 

NO. 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

NO.
当事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 ※１ 研究開発費の総額 

  
  
一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費 

3,111百万円
  一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
3,042百万円

※２ 他勘定振替高は見本進呈等に使用したものであり

ます。 

※２  同左 

※３ 営業外収益のうち関係会社との取引に係るもの

は、次の通りであります。 

※３ 営業外収益のうち関係会社との取引に係るもの

は、次の通りであります。 

  
  
受取利息 114百万円

受取配当金 1,314 

ロイヤリティ 353 

その他 203 

  受取利息 144百万円

受取配当金 1,398 

ロイヤリティ 410 

その他 239 

※４ ────── 

  

※４ 固定資産売却益の内容は、土地の売却益でありま

す。 

※５ ────── 

  

※５ 貸倒引当金繰入額989百万円は、関係会社に対す

る引当金の計上であります。 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 15,581,549 142,906 6,311 15,718,144 

合計 15,581,549 142,906 6,311 15,718,144 



（リース取引関係） 

  

（有価証券） 

※前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 739 343 395

工具器具備品 4 4 0

合計 743 347 395

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

車両運搬具 799 402 397 

工具器具備品 － － － 

合計 799 402 397 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

 同左 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 147百万円

１年超 247 

合計 395 

１年内 156百万円

１年超 240 

合計 397 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

 同左 

  
③支払リース料 163百万円

減価償却費相当額 163 

③支払リース料 180百万円

減価償却費相当額 180 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

 

      （単位：百万円）

      
前事業年度

(平成18年３月31日現在)
当事業年度 

(平成19年３月31日現在)

  (1）流動資産の部         

  繰延税金資産 未払費用   1,123   691 

    繰延ヘッジ損益   －   621 

    未払賞与   451   469 

    その他   179   98 

    繰延税金資産計   1,755   1,881 

  (2）固定資産・負債の部       

  繰延税金資産 退職給付引当金   3,470   3,161 

    減損損失   1,835   1,815 

    投資有価証券等評価損   1,341   1,585 

    貸倒引当金   208   601 

    減価償却費   244   174 

    その他   746   364 

    繰延税金資産計   7,845   7,702 

    評価性引当額   △1,879   △2,540 

    繰延税金負債との相殺   △3,834   △4,077 

    繰延税金資産の純額   2,131   1,084 

  繰延税金負債 その他有価証券評価差額金  △3,731   △3,986 

    特別償却準備金   △37   △26 

    固定資産圧縮積立金   △65   △65 

    繰延税金負債計   △3,834   △4,077 

    繰延税金資産との相殺   3,834   4,077 

    繰延税金負債の純額   －   － 

    （単位：％）

  
前事業年度

(平成18年３月31日現在)
当事業年度 

(平成19年３月31日現在)

  法定実効税率   40.6   40.6 

  （調整）       

  一時差異ではない項目（交際費）   1.7   2.1 

      〃     （受取配当金）   △13.9   △17.0 

  住民税均等割   1.9   2.2 

  評価性引当額の計上及び取崩額   7.7   19.1 

  ＩＴ促進税制等   △2.9   － 

  その他   △2.8   △2.6 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   32.3％   44.4％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 731.81 732.04 

１株当たり当期純利益（円） 19.33 14.90 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益（円） 

－ － 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 2,545 1,924 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 45 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （45） （－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,500 1,924 

期中平均株式数（千株） 129,345 129,213 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

────── ────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

日清食品㈱ 2,361,000 10,199 

住友信託銀行㈱ 4,842,764 5,951 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 354,100 2,878 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 1,836 2,442 

大正製薬㈱ 945,000 2,041 

㈱東京放送 321,000 1,399 

㈱ダスキン 600,000 1,260 

ハウス食品㈱ 533,000 1,071 

㈱日清製粉グループ本社 875,873 1,050 

レンゴー㈱ 774,000 517 

その他（76銘柄） 6,782,528 4,115 

小計 18,391,101 32,927 

計 18,391,101 32,927 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

ゼネラルモータースアクセプタンス３回 300 298 

MARC FINANCE LIMITED 200 197 

小計 500 496 

計 500 496 



  

【その他】 

  

  

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

DAIWA SECURITIES SMBC CO.LTD. 2,900 2,522 

MERRILL LYNCH & CO.INC. 3,000 2,364 

THE GOLDMAN SACHS GROUP INC. 1,900 1,392 

ROYAL BANK OF SCOTLAND PLC 1,500 1,373 

DEPFA DEUTSCHE PFANDBRIEFBANK AG 1,500 1,126 

MASCOT INVESTOMENTS LIMITED 0408-03 1,000 975 

TOSHIBA CAPITAL ASIA LTD 1,000 939 

MITSUBISHI CORPORATION FINANCE PLC 1,000 912 

CAIXA GERAL DE DEPOSITOS SA 1,000 908 

TOKYO-MITSUBISHI INTERNATIONAL PLC 1,000 831 

その他（円建外債１1銘柄） 5,100 4,526 

その他(普通社債５銘柄) 1,000 979 

その他(転換社債１銘柄) 200 200 

小計 22,100 19,053 

計 22,100 19,053 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

（ＦＦＦ）

野村證券 4,913 4,913 

大和証券SMBC 1,603 1,603 

小計 6,517 6,517 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

（投資信託受益証券） 

野村メロン先進国ＡＢＣ ファンドオ
ープン 

500 494 

N-Rグローバル・フューチャーズ ファ
ンドⅢ 

300 326 

N-Mグローバル・ストラテジーⅡ 200 308 

N-Rグローバル・フューチャーズ ファ
ンドⅣ 

100 100 

（投資事業有限責任組合） 

エヌ ブイ シー シー６号投資事業有
限責任組合 

200 197 

エヌ ブイ シー シー５号投資事業有
限責任組合 

200 195 

エヌ ブイ シー シー４号投資事業有
限責任組合 

200 164 

小計 1,700 1,786 

計 8,217 8,304 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

    ２．当期増減額の主なものは次の通りであります。 

    ３．無形固定資産の金額が資産の総額の1％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 14,880 127 425 14,582 9,208 367 5,373

構築物 965 12 19 958 769 21 188

機械及び装置 61,207 2,281 1,951 61,537 49,633 2,725 11,903

車両運搬具 486 33 8 511 411 46 99

工具器具備品 14,815 1,110 1,418 14,507 11,773 1,189 2,734

土地 10,348 － 49 10,298 － － 10,298

建設仮勘定 371 2,165 2,086 450 － － 450

有形固定資産計 103,075 5,729 5,958 102,846 71,797 4,351 31,049

無形固定資産    

特許権 － － － 51 32 5 18

借地権 － － － 28 － － 28

商標権 － － － 126 38 10 87

ソフトウェア － － － 2,254 1,510 450 744

ソフトウェア仮勘定 － － － 67 － － 67

その他 － － － 64 16 0 48

無形固定資産計 － － － 2,593 1,598 466 995

長期前払費用 281 24 13 293 253 48 39

  （増加） 機械及び装置 菓子及びアイスクリーム生産設備他。 

    建設仮勘定 菓子及びアイスクリーム生産設備他。 

  （減少） 機械及び装置 菓子及びアイスクリーム生産設備他。 

    工具器具備品 アイスクリーム自動販売機他。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,377 1,149 174 （注）  185 2,165

役員賞与引当金 － 45 － － 45

役員退職慰労引当金 575 54 94 － 535



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 平成19年３月31日現在の主な資産及び負債の内容は次の通りであります。 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

  

③ 売掛金 

     相手先別内訳 

  

 

区分 金額（百万円）

現金 15 

預金 

当座預金 7,513 

普通預金 3,087 

定期預金 380 

外貨預金 325 

その他預貯金 830 

計 12,136 

合計 12,152 

相手先名 金額（百万円） 期日別 金額（百万円） 

旭食品㈱ 280 平成19年４月 629 

㈱菱食 241 ５月 281 

㈱梅澤 84 ６月 87 

㈱コバショウ 72 ７月以降 － 

三井食品㈱ 64

その他 253

計 997 計 997 

相手先名 金額（百万円）

㈱菱食 1,484 

国分㈱ 1,105 

㈱日本アクセス 870 

㈱サンエス 823 

㈱山星屋 793 

その他 10,342 

計 15,420 



売掛金の回収及び滞留状況 

（注）消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記「発生高」には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 

１）製品、仕掛品 

  

２）原材料、貯蔵品 

  

⑤ 関係会社株式 

  

⑥ 関係会社長期貸付金 

 

前期末売掛金残
高（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末売掛金残
高（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

  

[(A)＋(D)]× 
１

２

(B)× 
１ 

365 

13,852 140,711 139,144 15,420 90.0 37 

区分 製品（百万円） 仕掛品（百万円） 

菓子・食品（チョコレート、ビスケット、カレー他） 3,110 184 

冷菓（アイスクリーム） 1,682 38 

計 4,792 222 

原材料 貯蔵品

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

菓子・冷菓・食品原料 1,933 貯蔵原材料 54 

菓子・冷菓・食品材料 163 その他貯蔵物品 277 

計 2,096 計 332 

区分 金額（百万円）

グリコ乳業㈱ 8,056 

グリコ栄養食品㈱ 2,011 

その他 813 

計 10,881 

相手先名 金額（百万円）

神戸グリコ㈱ 2,550 

茨城グリコ㈱ 1,409 

アイクレオ㈱ 1,288 

その他 3,518 

計 8,766 



⑦ 支払手形 

  

⑧ 買掛金 

  

⑨ 未払費用 

  

⑩ 預り金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先名 金額（百万円） 期日別 金額（百万円） 

ユース㈱ 145 平成19年４月 79 

㈱前川製作所 68 ５月 151 

㈱サンアロマ 24 ６月 30 

㈱やまひろ 17 ７月以降 - 

北陸製菓㈱ 3

その他 3

計 261 計 261 

相手先名 金額（百万円）

大日本印刷㈱ 1,452 

凸版印刷㈱ 1,393 

不二製油㈱ 1,242 

長岡香料㈱ 785 

日本セロンパック㈱ 560 

その他 9,296 

計 14,730 

区分 金額（百万円）

販売費（販売奨励金 他） 3,596 

広告費（㈱電通 他） 2,928 

運賃及び倉庫料（㈱キューソー流通システム 他） 1,607 

その他 3,297 

計 11,430 

相手先名 金額（百万円）

グリコ乳業㈱ 21,876 

東北グリコ乳業㈱ 429 

九州グリコ㈱ 304 

その他 1,133 

計 23,744 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株、1,000株、500株、100株及び100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき300円 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 
次の算式により算定した金額を買取った又は買増した単元未満株式の数で
按分した額とします。 
（算式）１株あたりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき             1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき       0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき      0.700％ 
（円単位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 
ただし、約定代金の1.150％の額が2,500円に満たない場合には
2,500円とします。 

公告掲載方法（注） 

電子公告により行っております。なお、電子公告によることができない
事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載い
たします。 
公告掲載URL 
http://www.glico.co.jp 

株主に対する特典 

３月31日及び９月30日現在の株主に対し、内規により次の通り当社製品
を６月末頃と12月中旬頃にそれぞれ贈呈いたします。 
    999株以下   なし 
1,000株～1,999株   小売価額にして800円相当のもの 
2,000株～9,999株   小売価額にして1,600円相当のもの 
  10,000株以上   小売価額にして3,000円相当のもの 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第101期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第102期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月11日関東財務局長に提出 

(3）半期報告書の訂正報告書 

 平成19年２月２日 関東財務局長に提出 

（第102期中 自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年6月29日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

江崎グリコ株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年6月28日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 正紀  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺澤  豊   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

江崎グリコ株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年6月29日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、江崎

グリコ株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年6月28日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石橋 正紀  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 寺澤  豊   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、江崎

グリコ株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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